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はしがき 

第 1次地方（町村）議会活性化研究会（以下第1次報告と略す）は、平成 10年 4月、当時

進行中であった地方分権改革の動きのなかで、新たな要請に対応すべき町村議会のあり方を

問い直し、その受皿としての実態を整えるための方向を示唆するとともに活性化の具体策を

提言した。そのなかには、すでに地方自治法の改正により実現を見たものも若干あるが、報

告書が出て 6年を経過し、地方自治を取り巻く環境は大きく様変わりし、とりわけ町村議会

にとっては厳しいものとなった。 

 第 1に、町村議会を含む地方議会全体に大きな影響を与えたものとして、分権改革の進展

を挙げることができる。この改革は、未曾有の財政窮迫状況の持続による財政改革を初め予

定された計画はほぼざ折してしまったが、国と地方の関係を上下・支配服従から対等同格に

変え、明治以来の機関委任事務廃止という画期的な成果を上げることに成功した。これによ

り、地方議会は、権限を飛躍的に拡大し、審議対象を一部例外を除きすべての事務に及ぼす

ことになった。その結果、地方議会は、国に全面的に依存してきたためこれまで弱体だった

政策調査・立案機能を強化するとともに、権限拡大に伴 い不正・腐敗の機会の増大が予想さ

れる行政執行へのチェック機能を向上させる必要が高まり、そのような状況変化に対応でき

る議員各自の自覚・自己変革と議会体制の確立が急がれ ている。今回の第 2次研究会の設置

目的の一つがこの点にあることはいうまでもない。 

 第 2に、財政窮迫の持続は地方議会をも直撃し、さまざまな形でその影響が現れている 

が、とりわけ議員定数削減の嵐は深刻で、いまだに衰えを見せていない。この定数削減は、

都道府県議会にも若干は見られ、また市議会では町村同様全面的に進行はしたが、定数自体

が町村よりは多いため、その障害はそれほどに大きくはないものと考えられる。ところが、

町村の場合は、住民との接触度が高くてそれだけ批判も受けやすく、また情報その他議会へ

の不信感を増大させる要因も多様なために、定数の最低限まで削減させる動きが止まらない

かの感さえあり、とにかく現行地方議会制度の根幹をなす常任委員会制度の運用に支障を来

していることは確かである。これに対してどう対応すべきか、またこの傾向を逆転させて町

村議会の存在価値への認識を高めてもらうにはどうしたらよいか、第 2次研究会のいま一つ

の検討課題がここにあるといえよう。 

 第 3 に、2005 年 4 月をタイムリミットにここ数年急速に展開された市町村合併によって、

市の数の増加する市議会とは逆に、町村は最終的に 3分の 1以下の 900 台にまで落ち込み、

残るのは離島や山村など弱小町村が大半となると懸念されている。これが、定数削減との相

乗効果で町村議会の議員数減少に拍車を掛け、特に合併の進んだ県では、町村議長会の存立

さえ危ぶまれる状況にあり、この点もまた今回の研究会の検討課題となる。ちなみに、この

ような県では、市町村と県とは対等同格どころか、合併に対する事実上の強制により県の優
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位性は逆に強まり、分権改革は吹っ飛んでしまったといえる。また、市町村合併の進展は、

都道府県の弱小市町村への補完機能強化を必要とし、町村議員の激減による従来のタテ系列

の政治体制の全面的再編成を促進するなど、その影響は極めて大きいと思われる。 

 ところで、わが国の現行地方自治制度は、第 2次世界大戦後の民主的改革により議会と長

が併存対立する首長主義＝二元代表制を採用した。この制度は、国の民主的政治体制と大き

く異なる面を多々含んでいる。まず、国と違い裁判所がないし、また議会は国のように国権

の最高機関であり、同時に唯一の立法機関であるという最高機関性と立法権のどちらも持た

ない曖昧な旧制度から引き継いだ「議事機関」でしかない。しかも、対等同格を建前とする

二元代表制としての制度的工夫は種々講じられてはいるものの、旧制度下で地方自治を大幅

に制限してきた国とその下部機関の府県による強力な指揮監督権や、それと不可分の関係に

あった議会に対する長の優位性の名残が形を変えて存続し、現在の行政機能拡大強化の社会

的要請と複雑に絡んで、分権時代の到来で期待されている地方議会の自主性自立性の強化・

活性化が阻害されている。町村議会の活性化のためには、このような制度と運営の両面にわ

たる阻害要因を一つ一つ摘出して、改革を積み重ねていく必要があり、今回の研究会設置の

目的もそこにある。 

 この第 2次研究会の検討期間は前回の倍の 2年が予定されており、この 1年間の全国各地

の町村議会についての実地調査を含む実証研究に続いて、さらに(戝)自治体国際化協会に委

託した欧米先進諸国の地方自治実態調査報告などを参照しながら、地方議会、特に激動下に

ある町村議会のあり方について、最終報告では総合的体系的に取りまとめ、具体的な提言を

行う予定である。ただ、国の第 28次地方制度調査会から平成 17年度地方議会のあり方につ

いて検討を進めるにあたり関係 3議長会に意見が求められたため、これまでの検討結果を踏

まえて当面実施が望ましい事項に絞って急きょこの中間報告書を提出することとなった。し

たがって、今後の検討結果によっては部分的に修正を必要とする点もあることを断っておき

たい。 

なお、本報告の地方自治法の沿革部分を中心に、委員の佐藤・今村・宮﨑が執筆者もしく

は取りまとめの研究会メンバーだった(戝)地方自治総合研究所の『逐条研究地方自治法』Ⅰ

～Ⅲ巻を利用したことを記しておく。 

 

      平 成 1 7 年 3 月 

 

                  第 2次地方（町村）議会活性化研究会 

                         委 員 長  佐 藤  竺 
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Ⅰ 町村議会の構成 

 町村議会のあり方で根幹をなすものは、いうまでもなくその構成である。中長期展望に立

てば、議院内閣制やシティマネージャー制下での議会、逆に人口減少による近代的な意味で

の議会を持たない直接民主制の採用なども視野に入れなければならなくなるが、ここではそ

の点も考慮しつつ現行制度を前提に、主として二元代表制下での議会を対象とする。具体的

には、議員の選挙、議員の定数、議員の任期、議長の任期、議員の報酬を取り上げる。 

 

１ 議員の選挙 

 ① 概説 

 町村議会は、町村の住民中の有権者により選挙された議員により構成される。地方自治法

（以下法と略す）第11条は、住民が町村議会議員選挙に参与する権利、すなわち選挙権と被

選挙権とを有すること、第17条は、議員が選挙人の投票により選挙されること、第18条は、

選挙権は満 20歳以上で 3か月以上の在住者が有すること、第 19条は、被選挙権が満 25歳以

上の有権者にあることをそれぞれ規定している。 

この現行制度は、沿革的には明治 21年制定の町村制（以下制定年号略す・施行は翌 22年） 

とは基本的に異なるが、旧制度を下敷きに作られたためにかなりの連続性をも有している。

旧町村制における選挙制度は、敗戦後の昭和21年第 1次地方制度改革による改正で廃止され

るまで、住民とは区別された「公民」＝選挙権者とそれを基礎にした「名誉職」＝被選挙権

者とで構成され、どちらも権利である以上に義務の性格が強かった（選挙＝国民の3大義務、

名誉職担任義務）。この公民となるのは満 25歳以上の男子だけで、しかも大正末普通選挙実

施により廃止されるまで財産資格で限定されていた。だが、第 1次改革で公民がなくなり、

女性にも選挙権・被選挙権が認められた後も、町村制が第 6 条に住民、第 7条に公民の規定

を置いていたのと配列は同じように、地方自治法は第 10条に住民、つぎの第 11条に選挙に

参与する権利を規定していて、日本国憲法第15条に保障された広範な参政権ではなく「選挙

に参与する権利」だけにとどまることになったのも、その連続性のゆえと思われる。 

 ② 沿革 

法第11条の選挙に参与する権利のうち選挙権については、町村制第7条に公民の規定が置

かれ、第 8条で選挙に参与する権利が認められたが、公民の要件は、公権を有する独立の男

子──満25歳以上で1戸を構え禁治産者でない者──で、2年以来①町村の住民、②その町

村の負担分任、③その町村内にて地租を納めるか直接国税年額 2円以上を納める者、ただし
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公費扶助を受けた後 2年経たない者は除くとし、第 9条第 1項でこれらの要件の一つを欠け

ば公民権は喪失（喪失要件）と規定、ほかに停止要件として、名誉職担任義務拒否等は3～6

年（第 8条第 3項）、身代限り処分中、公権剥奪か停止となる重軽罪で裁判・拘留中、租税滞

納処分中（第 9条第 2項）が規定されていた。その後、これらの条文は、関連法令の改正な

どもあって度重なる変更が加えられてきたが、大正15年の改正で財産資格・納税資格が撤廃

され 、さらに昭和 21年の改正で、公民とそれに付随する規定が全廃されて、選挙に参与す

る権利を有する者は満20歳以上の男女となり、住民要件も 6か月に短縮された。 

一方、被選挙権については、町村制第 8条第 1項に、公民は議員を初めとする名誉職に選

任せられる権利を有するが、同時にその担任は公民の義務との規定が置かれ、病気や60歳以

上などの法定の理由なしにその義務を履行しない場合の制裁が第2項以下に公民権停止3～6

年と町村負担 8分の 1～4分の 1増課と規定されていた。ただし、この制裁は、明治 44年の

改正で公民権停止 1～4年、増課 10分の 1～4分の 1と緩和され、大正 15年の改正では納税

資格の撤廃に合わせて町村税増課も削除された。 

 つぎに、法第 17条の町村議員の投票人による選挙は、明治 13年の区町村会法第 2条では

当初各町村の規則により行われていたのを放任したが、あまりにも不統一ということで明治

17年の改正で会期・議員数・ 任期とともに改選の規定を設け、府知事県令の設定する規則に

よることになった。このあと、町村制第 11条では、町村議会の議員は選挙人が被選挙権者中

より選挙するとし、以後改正は行われていない。 

 また、法第 18 条の選挙権の要件については、明治 17 年の区町村会法改正で初めて満 20

歳以上、町村内 3か月以上在住、地租納税の男子（明治 11年の府県会規則では地租 5円以上

と郡区内に本籍を有することを要件としたが居住年限の規定はなし）と定めたが、続く町村

制では選挙権者は前述の公民となって年齢は満25歳以上に引き上げられた。また、ほかに特

例として富裕者を優遇するため、第 12条第 2項で ①町村税納入者最多 3名中の 1名より多

い場合は幼年者・婦女子・法律上の無能力者でも、 第 3項で ②同じく法人でも選挙権があり、

第 13 条で ③2 級選挙制を採ることにより納税額の半分以上を占める富裕者に著しく有利な

選挙制となった。だが、大正10年の改正で非公民の特例はすべて廃止され、等級制も任意制

となり、さらに大正 15 年の改正で公民の納税資格が撤廃された。そして、敗戦後の昭和 21

年改正で、公民廃止、女子にも選挙権、年齢を満20歳に引下げ、在住要件を 2年から 6か月

に短縮、公私の救助・扶助を受ける者と破産者の選挙資格喪失要件削除となったが、6 年以

上の重刑の受刑者と 6年未満でも執行後一定期間、禁治産者・準禁治産者の喪失要件は残り、
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受刑者の要件はその後地方自治法で緩和される。地方自治法では、この21年改正の町村制の

規定がほぼそのまま踏襲されたが、昭和27年改正でその 2年前制定の公職選挙法の規定した

在住期間 3か月に短縮を引き継ぎ、以後実質的な改正は行われていない。 

 さらに、町村議員の被選挙権については、明治 17年の区町村会法改正で初めて満 25歳以

上、区町村内居住、地租納税者に限るとした。ついで、町村制では、第15条で選挙権を有す

る公民はすべて被選挙権を有するとしたが、官公吏（府県官吏・検察官・警察官以外は所属

長の許可を得れば可）、教導職、小学校教員、三百代言等を除外、ほかに親族等の除斥規定が

置かれた。その後、除外や復活が改正の度に繰り返されたが、敗戦後の昭和 21年改正では、

公民規定を削除して女性を含む有権者で満25年以上に被選挙権を保障、選挙権と同じ拡大の

方向での改正のほか、欠格は在職の検事・警察官吏・収 税官吏、選挙事務関係者、その町村

の有給吏員だけとなり、教員、請負関係者等も自由となった。地方自治法は、この21年改正

を踏襲、兼職禁止規定だけを第92条に移したが、それ以後公職選挙法で国と地方の公務員は

すべて在職中公職の候補者となれないことになり、また昭和27年の地方自治法改正で一時削

除されていた本条文も復活、以後改正はない。 

 ③ 方策 

 町村議員は、一般に報酬が低くてそれだけでは生活が営めないところから、働き盛りの勤

労者その他比較的若い層の進出が望めず、勢い高齢者の隠居仕事になりがちで活力を欠くと

か、依然として男性優位の社会で女性が出にくいといった批判が強い。この状況を打破する

には、障害を取り除くとともに、議会の存在価値を高からしめ、その処遇改善に住民の理解

を得られるような議会活動の活発化に努める必要がある。 

 まず、選挙制度の面では、第 1に、選挙権と被選挙権との年齢格差をなくすために後者を

満 20歳以上に引き下げ、できればさらに旧共産圏諸国から欧米先進諸国に広がった満 18歳

以上にどちらも引き下げる改革を検討すべきである。これにより、国と地方を通じて政治に

新風が吹くことが期待されよう。 

 第 2に、旧制度下でも一部見られた他のレベルの議会の議員や当該町村の専任職員を含む

行政職員との兼職禁止について、緩和の方向で見直す必要がある。地方自治法下でも当初は

国鉄などの職員や他市町村勤務の教員について立候補を認めていた時期もあり、現にフラン

スなどでは当該コンミューンの職員は議員に立候補もできるようになっていて、これなら議

員報酬が少なくても生活に支障がない。 

 第 3に、女性の進出を促すために、一定割合の当選を確保する手だてとして女性枠を認め
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よとの意見があるが検討の価値があろう。もとより、男女平等の観点からは、賛成もあろう

が、逆に反対もありうるので、比較検討を要する。 

 第 4に、分権化の時代を迎えて、これまでのように国と地方の各レベルの選挙を網羅した

公職選挙法を一律に適用することには疑問があり、国政選挙とは別個の地方独自の選挙制度

を設け、自治体ごとの選挙の自由性を一定限度まで保障するために条例による裁量の余地を

認めるべきであろう。その際、地方選挙、とりわけ住民に身近な市町村の選挙については、

候補者と有権者との戸口での質疑や討論を可能にする戸別訪問を解禁し、選挙の活性化に資

するべきである。戸別訪問の禁止は、贈収賄の防止に主たるねらいがあったが、違法行為は

深く潜行したにすぎず、何よりも有権者の自主性を尊重しない措置であるといえよう。 

 

２ 議員定数 

 ① 概説 

法第 91条は、第 1項で議員の定数を条例事項としながら、第2項で町村については人口段

階に応じて 12人から 26人の間で 5段階の上限値を定めている。だが、財政窮迫と地方議会

への不信感の相乗作用によって、特に町村議会では、そのほとんどが減数条例を制定し、し

かも改選のたびに最低限に向かって定数削減の動きが続いているのが現状である。 

 ② 沿革 

沿革的には、まず明治10年代の三新法の時期には、町村の数は全国で 7万以上もあり、町

村会に関しては議員定数を含め各府県限りの規則で決めていた。だが、町村制施行に当たり

合併が断行されて町村数は 1 万 5820 に減少、町村会の議員定数は、下限値 8 人から最高 30

人の 5段階別全国画一の基準が定められ、上限はなく、条例により増減が可能であった。そ

の後、普通選挙実施により選挙人の数が激増したことから大正15年の町村制改正で最低人口

5000人未満 12人に引き上げられたが、昭和 21年の町村制改正（第 1次地方制度改革）では、

最低定数 12 人の人口は 2000 人に引き下げられ、その他の段階も 2～4 人ずつ増員されて翌

22年制定の地方自治法に引き継がれた。ただし、この時点では、条例での増減は定限値の範

囲内に限られることになり、ついで同年末の法改正で「増」は削除された。その後、昭和27

年法改正時に、定数大幅削減の原案が作られたが、猛反対を受けて提案できず、平成11年法

改正時まで改正されることはなかった。 

 ③ 方策 

 議会としての存立に議員が最低何人必要か、また人口に応じた適正規模はどうかといった
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点について明確な理論的根拠はない。そのなかでの果てしない定数削減圧力は、帰するとこ

ろ議会無用論・議会制民主主義否定にもつながるおそれ がある。また、従来各議長会により

提唱されてきた完全条例化や上限値廃止論は引き続き要望したい。ただし、今のところ自治

の拡大というその意図とは逆に一層の定数削減を助長し、全般に定数の少ない町村議会にと

っては議会としての存亡にもかかわってくる。とにかく、議会活動の活性化によりその存在

意義について住民の理解を深め、これ以上の削減は極力食い止めるよう努力すべきである。 

 定数削減による町村議会への影響としては、まず常任委員会運用上の支障がある。最低限

の12名では、1人 1委員会の制約下で常任委員会は 2委員会しか設置できないし、各常任委

員会は所管事務が多岐にわたり、専門的審議の長所を無視せざるをえず、また本来常任委員

会には所属すべきでないとされる議長も人数不足から多くは加わらざるをえなくなっている。

常任委員会の数の制限はなくなったが、町村議会では議会事務局の弱体その他制約も多く、

現状変更は容易でない。 

 つぎに、市町村合併の進行により、市となった場合をも含めて新議会に旧町村選出の議員

が激減したり、皆無となったりしてその声が反映できなくなるのは困るとの不満がかなり聞

かれる。これは、旧町村に設けることのできる自治組織ではカバーできず、解決策は暫定的

な不平等選挙区の設置以外にない。だが、この措置も、過去の実例から見る限り遅かれ早か

れ解消されてしまい、恒久的なものとはならないようである。むしろ、このような不満が強

いなら合併すべきでないし、合併への道を選択した以上は地域の利害対立を助長する要求は

自制して新市町村の一体性確立をめざすべきであろう。 

 ただし、二元代表制の枠組みを超えて将来シティマネージャー制や議院内閣制を選択可能

とするようになれば、議会そのもの役割が大きく変わり、定数にも影響が出てくることはい

うまでもない。 

 

３ 議員の任期 

 ① 概説・沿革 

現行地方自治法（以下法と略称）は、第93条においてすべての地方議会の議員について任

期を 4年と定めている。 

 西欧諸国では、国によっては 5年、もしくは 2年というところもあるが、通常はほぼ 4年

である。わが国では、明治21年制定の町村制では市とともに任期6年、2級選挙制を採って

いたために 3年ごと半数改選（市は 3級制で 2年ごと 3分の 1改選）となっていたが、明治
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44 年の町村制全文改正で任期 4 年、全員一斉改選（等級選挙は大正 15 年の町村制改正で全

面的に廃止となるまで存続）となり、今日に及んでいる。 

 ② 方策 

 この任期については取り立てて問題にすることはないが、若干批判的見解や検討すべき課

題が見受けられる。まず、批判的見解としては、新たに議会に進出してきた女性議員の間か

ら、2 年程度に短縮した方が緊張感が生まれてよいのではないかとの声が聴かれる。一方、

分権時代にあっては任期を一律に法定するのではなく、条例で自由に決められるようにした

らどうかとの意見もあり、特に地方自治法第 103 条第 2項で議長・副議長の任期を連動させ

ていることが実態に合わないという認識とも絡んで主張されているが、この点は一応考慮に

値しよう。なお、後述のように、旧制度下のように他のレベルの議員との兼職問題が出てく

ると、やはり再検討の必要が生じよう。 

 

４ 議長・副議長の任期 

 ① 概説 

 町村議会を代表し、議事を整理し、議場での討論の進行役を務める議長と、その故障ある

場合の代役を務める副議長については、法第 103 条において議員のなかから各 1人を選挙し

（第 1項）、その任期は議員の任期と同じ（第 2項）、すなわち 4年とすると定めている。だ

が、実際には最新の全国調査では4年が半数近く、2年交代が約 4割、1年交代が 1割弱とな

っており、他のレベルの地方議会ほどではないが議員の任期途中の交代がかなり見られ、そ

の是非が問われている。 

 ② 沿革 

 沿革的には、明治 11年の府県会規則から議長を議員から選んでいた府県会や明治 21年の

市制でやはり議員から選んでいた市会とは異なり、町村会の場合は、まず明治17年の区町村

会法改正で町村の戸長が議長を務め、ついで町村制では議長は町村長が兼ねる（町村長に故

障あるときは助役）ことになって昭和 21年の町村制改正まで続いた。ただ、大正 15年の町

村制改正で、大都市周辺の都市化の進んだ「特別ノ事情」がある大きい町村にだけは、執行

機関と議事機関との兼任には弊害があるとの理由で、市に準じて内務大臣の許可を得た町村

条例で議員のなかから議長と代理者を選挙できる特例が認められた。その後、占領下の第 1

次地方制度改革（昭和21年）による町村制改正で、初めて全町村が議長・副議長を議員中よ

り選挙できることになり、逆に「特別ノ事情」ある小規模町村についてだけは従来どおり町
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村長が議長となる特例が認められた。そして、翌年地方自治法で現行の制度が全町村に一律

に適用されることになる。 

 ③ 方策 

 議長・副議長、ことに議長の半数が短期交代すること については、多くの議員に経験を積

ませるべきだとか、これまでの年功序列的たらい回しをやめて血気盛んな若年層を起用すべ

きだとか、かなり多忙な職なので短期交代はやむをえないといった是認論も見られるが、多

くはこれまでも批判的であった。第 1次報告でも、短期交代は議長職の形骸化を招き、代表

性と指導性を弱め、対執行機関関係で地位の低下・権威 の失墜を来すし、分権下では議事運

営習熟、正常な議会運営確保、議会活性化方策への取組みという観点からも極力是正すべき

だとした。今回の報告でも、やはり議長・副議長の任期 は法定どおり 4年が望ましいことを

まず指摘したい。これまでは、町村議会では一般にそれほどもめるような議案もなく、ある

いは議長は口述書を読むだけで、だれにでも務まったかもしれないが、分権により議会の役

割が大きく変わるにつれて議場での討論も活発化し、動議などの提出も増えるなど議事運営

によほど習熟しないと十分に裁けないだろうし、また対執行部関係でも実質的に対等同格以

上に対応できる権威と識見とが必要不可欠となるからである。 

 つぎに、付随して、任期が必ずしも法定どおりでないこともあって、法第 103 条の第 2項

を削除し、分権時代にふさわしく条例事項にしたらどうかの意見もあり、検討を要する。た

だ、そうなるとますます短期に傾くおそれがあるとの慎重論もあり、せめて副議長だけでも

条文から外せないかとの次善策提案も見られる。 

 さらに、関連して、現行制度では認められていない議長・副議長の不信任議決による辞職

を法定化すべきだとの提案についても検討を要する。議員の辞職勧告については、議員を選

んだのは議会ではなく有権者であるから、議会の議決で直ちに失職させるのは妥当でなく、

これまでどおり勧告にとどめるべきだが、議長・副議長 は議会が選んだのだから議会の多数

の意思で失職させられる道を開くべきだというわけである。 

 

５ 議員報酬等 

 ① 概説 

 議員報酬等については、法第 203 条に議員報酬（第 1項）、費用弁償（第 3項）、条例によ

る期末手当（第 4項）、条例による額・支給方法（第 5項）の規定が置かれている。特に、議

員報酬に関しては、議員のあり方との絡みで名誉職的かそれとも専門職的かその性格をめぐ
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り論議が交わされてきたが、町村議会議員の場合都道府県議会や市議会議員ほどには常勤性

が強くないことから現状は中途半端になっているきらいがあり、検討課題も多い。 

 ② 沿革 

 沿革的には、町村制下の町村議員は純然たる名誉職で、自治体である以上無給職員の処理

が原則とされ、本業を妨害するとの理由で実費弁償だけが支給され、支出に影響があるとこ

ろから町村会の議決を要した。明治 44年の改正で、議員が名誉職ということが明確にされ、

支給方法も議決事項となったが、さらに昭和 4年の改正で、議決は条例に改められた。とこ

ろが、昭和21年の改正で、名誉職が廃止となって議員には報酬が支払われることとなり、こ

れを引き継いだ地方自治法では他の非常勤職員と区別して報酬支払の義務規定が置かれた。

その後、昭和 27 年改正では費用弁償・旅費 ・退職年金・退職一時金の規定も置かれ、31 年

改正では国会に準じて条例による期末手当の支給も決まった。 

 ③ 方策 

 議員報酬をめぐる改革意見の第 1は、町村の議員の場合、都道府県や市と異なり生活給的

色合いが薄く、額が低くて他に職があるか高齢者の隠居仕事でしかやっていけないので、こ

れでは若い層や勤労者が出られず、活力が生まれないという理由で、もっと引き上げて欲し

いという声が現職議員の間にもある。ただ、議員定数の削減要求と相まって、報酬引上げに

は住民の抵抗感も強く、定数削減とセットでという妥協策の提案もあるが、それとは無関係

だとしてきちんと適正なものに引き上げよという意見も見られる。 

 第 2に、町村議員の報酬の適正な額はどの辺かについての議論で、せめて生活できる額に

引き上げる必要がある。かつて都道府県議会議員については旧自治省が部長の中級程度の俸

給額程度との目安を示したが、町村議員については自己決定すべきだとされ、町村議長会で

は町村長の給与の議長が40％程度、議員は30％程度としてきた経緯があるものの、これでは

不十分といえる。 

 第 3に、このような決め方を示したところから、報酬額については町村の人口規模別に都

道府県内での画一的な横並びが一般的だが、もっと各町村が自主的に条例で決める方法を採

るべきである。ただし、その場合は逆に住民からの引下げ要求に歯止めが掛からないことも

予想される。なお、その点と関連して、全議員一律の決め方を改めて経験年数を加味すべき

だとか、働き具合で差を設けるべきだという意見も聴かれるが、実現は困難と思われる。 

 第 4に、生活給ではないということから、期末手当は廃止して報酬に一本化せよという意

見もある。ただ、これはそれ以前の法令に根拠のないヤミ支給的なものを制度化して透明性
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を確保した経緯もあり、また現状では名目的に報酬額引上げとなるのでやはり実現性は乏し

いであろう。なお、仮に将来議員の兼職を広く認めるようになれば、報酬をめぐる議論の前

提も変わってくることはいうまでもない。 
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Ⅱ 議会の機能 

 議会の最も重要な機能としては、立法的機能、財政的機能、行政監督機能がある。ただ、

これまでは旧制度時代の議会権限の制約が尾を引いて、日本の地方議会ではいずれも不十分

のままとなっていて、これでは分権化に伴いますます大きくなっている期待に応えることは

できず、その改革・活性化が緊急課題となっている。 

 

１ 立法的機能 

 立法的機能は、町村にとっても住民から信託を受けた町村政運営の基本を決めるものとし

て、最重要な機能だが、これは日本国憲法第94条に自治体の憲法上の権利として保障された

条例の制定と、それを議決するための提案権とが問題になる。またそれと関連して、従来制

限的に解釈運用されてきた議会の議決権のあり方も問い直す必要がある。 

 ⑴ 条例の制定 

  ① 概説 

町村議会の立法的機能については、法第96条第 1項に議決事件が列挙されており、その第

1号に条例の設定改廃が挙げられている。この条例の制定権は、日本国憲法では第94条で憲

法上の権利として保障されたが、いずれのレベルの地方議会においても条例の提案のほとん

どすべてが長の提案で、議員提案は極めて少なく、しかも議会の組織関連が多くて住民の権

利義務にかかわるものはさらにわずかであった。また、国の機関委任事務については条例制

定が許されず、都道府県では 7～8割、市町村では半分の事務に議会の権限が及ばなかった。

平成 12年の地方分権推進一括法により制度的に廃止されるまでは、各省の示す準則により全

国画一的な条例が大半で、それを長が議会に提案して議決されていたのは周知の事実である。

だが、分権改革により、条例は自前で制定せざるをえなくなって自治体は職員の法制担当能

力を高める必要性に迫られた。また、議会は、これまでの機関委任事務の約半分が自治事務

に変わるとともに、残りの国の関与を認めた法定受託事務も原則として条例の制定対象とな

り、その議決権の範囲が飛躍的に拡大され、それだけ立法的機能の強化が不可欠となった。 

このような観点から、第 96条第 1項の町村会の議決事件を、もう 3分の 2世紀も前に概括

例示主義から転換した制限列挙と見るのはもはや情勢の変化に適応しないのではないか、ま

た第 2項の条例制定の対象を従来は狭く解釈して長の執行を前提にした事件に限定すべきだ

として活用を控えてきた態度は改めるべきではないかとの意見が強まっている。 
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  ② 沿革 

ところで、現行法の第96条第 1項は議会の議決事件を列挙しているだけだが、旧制度下で

は昭和18年の町村制改正まで議決事件の例示の前に1か条を置いて町村会の議決事件に関す

る基本規定となっていた。まず、この基本規定の変遷をたどってみると、明治13年の区町村

会法では、第 1条に区町村会はその区町村の公共に関する事件、その経費の支出徴収方法を

議定すると規定、これが漠然としていると紛糾を招いたため、同17年の法改正で、前段を区

町村費を以て支弁すべき事件と限定した。ついで、町村制では、第32条で町村会は町村を代

表し、この法律に準拠して町村一切の事件と従前特に委任され将来法律勅令により委任され

る事件を議決すると規定、区町村会法と異なり町村行政の管理運営と住民の権利義務全般に

その権限が及ぶこととなった。だが、明治 44年の改正では、この条文を引き継いだ第 39条

から「町村代表」と「一切ノ」の文言を削除、前者は『町村制理由』に示されていたとおり

内部の行政機関に対するもので外部に対するものではないとの理由、また後者はすべてに議

決権があるとの誤解を生んでいたが長の専決処分や細目決定もあるとの理由であった。そし

て、昭和18年改正では、後述のとおり議決事件を制限列挙に変えるとともにこの条文を全文

削除したのであった。 

 一方、議決事件の列記の方は、区町村会法では、第 2条で区町村の規則により自由に組織

権限を規定できるようになっていた。ついで、町村制では、第 33条で議決事件 11項目を列

記、その第 1号に条例と規則の設定改正が挙げられていた。この後、列記事項は明治44年改

正で第 40条に移され、この改正と昭和 15年の改正で若干変更が加えられたが、前述の戦時

期の昭和 18年改正で、従来の町村に関する事件はすべて町村会の議決権限という原則を排し

て、この条文に列記された議決事件か法令により町村会の権限と明示されたものに限定、ま

た特に法定された以外の町村会規則はすべて町村長の専権とされ、議決事件から外された。

この改正は、戦時下の行政事務複雑膨大化と事務簡捷の要請とによるものであったが、敗戦

後の昭和 21年改正でも制限列挙は事務のさらなる複雑化が予想されるとしてそのまま存続、

ただし第 40条に第 2項を新設して条例で議決事件を定められることになった。 

地方自治法は、町村制の第 40条を他の法律の同種条文と合体させ、若干の変更を加えて第

96条とした。その後、法改正に合わせて列記事項の追加変更が見られたが、大きな変更はな

い。 

ところで、日本国憲法第 94条で条例制定権が自治体の憲法上の権利として保障され、実際

は地方分権改革まで重要な条例の内容は中央各省の提示する準則に完全に従わざるをえなか
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ったものの、議会の議決した条例は独自に公布施行できるようになった。だが、旧制度下で

は、準則に基づいて作成された条例案も、監督官庁の修正認可であったために、町村の場合

は当初は郡長、その廃止後は府県知事の審査を受け、たまにではあるが訂正されて戻された

後初めて公布が許されたのであった。これは、予算書・ 決算書も同じで、真っ赤な朱書きの

訂正が施され、上部に付箋がベタベタはられたのが原本として残されている。このような厳

しい監督は地方自治法下ではもはや許されなかったが、準則による実質支配は最近までまか

りとおっていたことになる。 

  ③ 方策 

第1に、条例の制定改廃を議決事件とするのは当然として、これを含む第96条第 1項の解

釈として、制限列挙ではなく、議決が最低限必要な事項と解し、それ以外の事項を長の専決

事項とするのではなく逆に議会の議決対象となりうるものと解すべきである。制限列挙とす

る従来の支配的解釈は、議会権限を大きく制約してきた官治的な旧制度の解釈をそのまま踏

襲したものであり、日本国憲法が憲法上の制度として地方議会を「議事機関」と明示した意

義を没却しているといわざるをえない。 

 第 2に、第 2項の条例についても、従来は長の執行を前提にした条例のみに限定すると狭

く解釈し、その活用を抑えてきた嫌いがあるが、地方自治法制定の当事者からも、制限列挙

への転換は自治体の多様性を無視し、能率の行き過ぎだったので、条例により適宜拡張すべ

きだとの見解が示されていたように、これからは大いに活用する必要がある。 

 第 3に、そうはいっても、本来議決事項とすべき重要な事件については、第 1項への追加

を優先させるべきで、第 2項での条例化は急施を要するなどのやむをえない場合だけに限る

のが筋であろう。 

 第 4に、第 2項の条例に対しては、法定受託事務については除外とされているが、この断

り書は削除すべきである。これは分権改革の折衝過程のどさくさに紛れて入ったものと思わ

れるが、法定受託事務が議会の議決よりも重い条例の対象となっているのと明らかに矛盾す

る。 

第 5に、昭和 18年の町村制改正により議決事件から外されたために、旧制度以来の会議規

則や傍聴人取締規則などを除き町村会にとって必要最小限の規則も制定できないと解されて

いるが、条例に根拠を置けば合理的な範囲で議会にも制定権はあり、別段違法ではないので、

制定の自由を認めるべきである。現状では、例えば政務調査費の条例は制定しても、その施

行に必要な規則は長の制定を待たなければならないという不合理が避けられない。 
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 ⑵ 条例の提案 

  ① 概況 

 つぎに、条例制定の手続きのうち、議決事件としての議会への提案権（議案提出権）の改

革が重要課題となる。提案権は、法第 112 条と第 149 条第 1号とにより、原則として議員と

長の両方にあるが、例外的にどちらかに専属するものもある。また、住民も法第 12 条第 1

項により条例の制定改廃の直接請求件を有する。 

 法第 112条は、第 1項で予算以外の議案の提案権を規定し、第 2項で提案には議員の定数

の 12分の 1の賛成を要するとし、第 3項で文書で行うことを要件としている。一方、第149

条は、長の当該自治体の担任事務を例示し、その第 1号で議会の議決を経るべき事件につい

ての提案を規定している。さらに、法第12条は、地方税その他の金銭徴収関係を除く条例の

制定改廃についての直接請求権を住民に認めているが、第 74 条の第 1 項で有権者総数の 50

分の 1以上の連署を要件としている。 

  ② 沿革 

 ここでは、3 種の提案権について個別に沿革をたどる。まず、議員の提案権は、旧制度で

はすべての地方議会大正デモクラシーの影響を受けた昭和 4年の改正まで、前述の会議規則

や傍聴人取締規則を除いて認められなかった。したがって、新事項の発案はもとより原案の

趣旨に反する修正も長の発案権への侵害とされ、議決しても再議か取消となった。これに対

して、議会が意思決定機関である以上自ら提出権ありとする有力な反対論も見られたが、昭

和4年の町村制改正で、第 53条ノ 2を新設、他のレベルの議会とともに歳入出予算以外の議

案提出権が認められ、ただし議員 3人以上から文書で発案が要件とされた。地方自治法は、

これらを踏襲したが、発案議員の数に制限はなく、1 人でも可能であった。この数について

は、発案の制限を意図して、昭和31年改正で 8分の 1以上と枠がはめられたが、第 1次地方

（町村）議会活性化研究会を含む地方議会関係団体から引下げ要望が出て、平成11年改正で

12分の 1に引き下げられた。 

つぎに、長の提案権については、町村制は当初第68条第 2項で町村長の担任事務の概目を

示し、その第 1号で町村会の議事の準備と議決の執行とを挙げていた。明治44年の改正では

この条文は第 73条に移され、前には併せて規定していた再議等を他に独立させ、第2項第 1

号は議決事件の発案と執行だけに整理した。これが地方自治法に引き継がれ、第 149 条の第

2号に議決事件の議案提出の規定となったが、昭和38年の改正で第 1号に移されたのであっ

た。 
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一方、住民の直接請求権については、既述のとおり議会の解散等とともに昭和21年の第 1

次地方制度改革で新設されたが、この時点では町村会の議決を要する規則も対象に含まれて

いた。だが、地方自治法では、これらの規則のほとんどが条例事項となったことや規則の制

定が原則として長の専権となったこともあって規則を対象から外した。さらに、その翌年の

昭和23年改正では、当時反税闘争が活発だったことから、ＧＨＱの意向もあって前述のとお

り金銭関係の条例を請求の対象から除外する改正が行われたのであった。 

  ③ 方策 

 第 1に、町村議会の条例提案の拡充策として、議員自身の政策調査・立案能力の向上が先

決条件となる。このために、本報告ではさまざまな提案を行っているが、初めから地方議会

には無理な注文でチェック機能だけに特化すべきだという悲観論は採るべきでない。 

 第 2に、その点とも関連して、長の提案権を規定した第 149 条第 1号を削除したらどうか

という大胆な意見もあるが、これは現行地方自治制度の根幹にかかわる大問題で、検討の余

地はあるものの実現の可能性はまずない。ただし、二元代表制を採る以上議事機関と執行機

関とを峻別して、アメリカの連邦のように議員への提案依頼はともかく、直接の執行部から

の提案は認めないということは、制度的にありうる。ただ、現状では、町村の事務も旧制度

の時代と異なり複雑膨大化しており、町村議会がそれらの事務を網羅するにはかなり大きな

陣容を必要とし、現実的でない。 

 第 3に、わが国では旧制度以来一貫して否定されてきたが、アメリカで見られるような予

算とのセットで条例案を提出できるようにしたらどうかという提案もある。これは、予算の

計画性を損ない、腐敗につながるという懸念が拭えないが、予算関連の条例は不可といいな

がら、今回の大合併にも特例債という大盤振舞いを伴う合併関連の住民投票条例などが相次

いで制定されている。むしろ、条例の合理性・実効性を 確保し、提案に責任を持たせるため

にも検討されてよいであろう。 

 第 4に、条例の直接請求の対象から地方税等金銭関係条例が除外されているが、アメリカ

のカリフォルニア州の有名な提案13号に見るように、これらの条例こそが住民にとって最も

重要であり、除外規定の削除も検討が必要になるであろう。そうなると、町村にとって財政

的に一層厳しい状況となることが心配されようが、住民にそのような行動を起こさせないだ

けの質の高い町村政の実現に努力すればよい。 

 ⑶ 基本計画等の審議 

 法第 2条第 4項で、町村の基本構想は町村議会の議決事項とされたが、通常は住民の間に
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議論を呼ぶような重要な懸案課題は抽象的表現にとどめて、実質的内容はその具体化のため

に策定される議決不要の基本計画に委ねていることが多い。そして、この基本計画が、基本

構想を議案として上程する段階ですでに基本構想案と併せて策定ずみでも議会には提示せず、

また基本構想議決後に策定作業に着手したりしているが、これでは議会は情報隠しにあった

も同然で十分な審議を尽くせない。そこで、第 1次報告では、すでに一部の町村で実行して

いたように、基本構想の審議に当たり基本計画の検討も行えるよう、その両方を議決事項と

し、法第 2条第 5項に基本計画を追加するか、もしくは第96条第 1項に議決事項として追加

するか、いずれかの改正を提言したが、いまだに実現していない。ただし、すでに平成 16

年初めの調査では 188 町村、7.5％が第 96条第 2項の議決事件に追加していて認識の深まり

が見られる。報告の方向で進めるか、それともこれまで制限的に運営されていたのを積極的

活用に切り替えて第96条第 2項で対応するか選択の幅の拡大は好ましいことだが、この新報

告でも第 1次提言の実現を引き続き要望する。 

 また、中央各省庁からの事務移譲に当たり奨励されたり、あるいは町村独自の判断で個別

行政分野で施策のマスタープランが策定される事例も増え、町村議会で論議を呼ぶこともあ

るが、通常は長からの報告にとどめていて、個別の条例案に具体化されたり、予算に計上さ

れたりしない限り議会での正規の審議対象とはなりえない。だが、これらの計画は、住民の

生活・生命に直結するものも少なくないし、その重要性 から見て、第 1次報告では、これら

についても法第96条第 1項の議決事項に追加を提言したが、これも引き続き要望する。 

 

２ 財政的機能 

 財政的機能は、歴史的には立法機能よりも前に議会が獲得した機能で、むしろ租税承諾権

として議会が生まれるきっかけとなったものであり、これをてこに立法機能や行政監督機能

が議会の手に移されてきたのであった。この機能は、主として予算と決算をとおして遂行さ

れるが、日本の自治体の場合、財源の多くは国によって握られ、その配分なしに運営ができ

ない状態にあり、当初予算のほかに地方交付税や補助金、起債が認められるたびに補正予算

を組み、議会の議決を得なければならず、またそのために財政状況の全容を把握するために

は決算の認定のための審査が重要となる。この二つは、地方自治法第96条第 1項の議会の議

決事件として、町村制以来の規定が置かれているが、ほかにも第 4号から 9号まで財政に関

する議決事件が列記されている。 
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 ⑴ 予算の編成・提案権 

  ① 概況 

 現行の制度では、予算の編成権と提案権は長に専属し、議会は排除されている。日本で 

は、当初から自治体の予算編成権は長に専属し、議案も町村制では長く長に提案権が専属し

ていたのを、前記のとおり、昭和 4年の改正で、予算を除く議案について議員提案が認めら

れるようになった。予算を除外したのは、事務の統括責任者が発案するのが最も合理的、議

員に付与すれば行財政事務の統制が図れないというにあった。ただし、予算に関係のある議

案には議員に発案権があり、それによって負担増や収支に不適当な結果が生じても長の再議

により支障を除去できるとしていた。地方自治法第 112条第 1項はそれを継承して、議員の

議案提案権は認めたが、予算は除外した。また、昭和 38年の改正で、第 97条第 2項におい

て議会の予算増額修正を認めたが、やはり長の予算提出権を侵してはならないと但し書が付

された。だが、このように議員の提案権から予算を外すのは、議会の歴史において財政に関

する権限が租税承諾権として確立したところから論理必然的に見えるが、必ずしもそうとは

いえない。例えば、アメリカの自治体では、議案は議員提案で、その議案と予算のリンクは

当たり前、シカゴ市などでは20世紀半ばまで予算は議会が編成していた。したがって、現状

では現実性がないとしても、議会は条件さえ整えば予算の編成を担える立場にはあるといえ

よう。 

  ② 方策 

 議会の予算提出権を認めない第 112 条第 1項の但し書は別段合理性があるとは思えないの

で削除を検討すべきだが、せめて議会が提案できない予算を当初予算に限定したらどうか。 

 予算のうち議会費については、長と対等同格という議会の立場を尊重して、予算編成過程

での別個の提案権やその執行権、あるいは百条調査権行使に必要な緊急の費用など議会独自

の需要への長の予算措置義務を制度化すべきであろう。前者は、議会事務局の拡充強化など

を独自に盛り込むことが可能となり、過度の膨張の懸念があれば、予算全体の一定比率の上

限を設定すればよい。また、後者は、対象が執行部の場合、必要な予算の支出を拒否するこ

とによって調査を妨害するのを防げるであろう。 

 ⑵ 予算の審議と増額修正 

  ① 概況 

 平成15年度一般会計当初予算の審議方法を見るとかなり多様で、本会議が4分の 1、各常

任委員会分割付託と特別委員会がそれぞれ3分の 1前後であった。原案可決 2473、うち付帯
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意見が 389，修正可決が 32、増額より減額が多く、否決が 3あった。 

 予算については、第 1次報告は、議会統制の強化という観点から、現行の款・項だけでな

く具体的な施策内容を明示した目も議決対象とすることを提言した。また、予算の審議方法

として、各常任委員会に分割付託して審査しているところでは、委員会相互に関連した修正

が不可能なので、議員数の少ない町村議会では議長を除く予算特別委員会や常任委員会の規

制撤廃により可能となった予算常任委員会を活用することが考えられるとした。さらに、予

算書が全国画一的に施行規則で詳細に決められていて分かりにくいので、各町村でもっと住

民に分かりやすいものにする工夫をするよう求めた。 

 また、予算の審議で最も大きな問題となるのは、予算の増額もしくは減額修正であるが、

現行法はどちらも長の予算提出権限を侵さない限りで認めている。 

  ② 沿革 

予算についての町村会の権限は、その議決事件として明治13年の区町村会法で、前記の第

１条に区町村の公共に関する事件のあとにその経費の支出徴収方法の議定を規定したのが最

初である。その後、町村制は、第33条の町村会の議決事件として、第3号に、歳入出予算の

決定と並べて予算外支出・予算超過の支出の認定を挙げ たが、このうち歳入出予算以外は明

治 44年の改正で削除された。この号はそのまま地方自治法にも引き継がれたが、「歳入出」

の文言は昭和38年の改正で削除され、現行のただ予算という表現になり以後改正はない。 

 予算の増額修正は、昭和 18年の町村制改正で第 53条ノ 3を新設して禁止の明文規定が置

かれた。それ以前は、解釈上の対立は見られたが、一般的には新たな事項を加えない限り積

極的に解されていた。現に、政争の激しかった市会などでは当たり前のことだったし、行政

実例では減額修正は長の発案権侵害とされていただけだった。この禁止については、発案権

が長に専属する以上増額修正を議会に認めるのは趣旨一貫せず、新たな発案はいかに少額で

も許されないのに、増額修正ならどれほど多くてもよいというのは財政的見地から許されず、

発案権侵害かどうかは区別が困難で取り扱い上混乱を招く、増額を認めると多少の弊害もあ

る、帝国議会も認めないのが慣例、といった理由が挙げられ、総額だけでなく款・項にも増

額は禁止された。ただし、目・節は増額修正があっても 拘束されず予算説明の種目にすぎな

いから差し支えないが、全く新たな項目を加えるのは長の発案権を侵害し、違法越権議決と

された。ところが、昭和21年の改正で、ＧＨＱの強い意向で、増額修正禁止が削除され、そ

の理由は，議会権限の拡充の方向に進んでおり、予算に対する議決権のみ特に厳重に制限す

る実際上の必要は考えられないというにあった。地方自治法では、当初現第 2項の増額修正
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容認の規定は置かれなかったが、昭和22年末の改正でＧＨＱが再び要求して増額修正容認の

第2項が新設された。その後、昭和 38年の改正で、予算は第 215条に一括規定、代わりに第

2 項の「歳入歳出」を削除してただ予算とするとともに、それまでは款・項・目・節が一体

で予算とされていたのを、予算は款と項だけとし、目以下は事項別明細書に記載することに

なった。予算のすべてに議会の統制権が及ぶのが理想としても、行政機能の飛躍的拡大のな

かでは自ずから限度があるが、一方これにより議会の審議対象範囲が狭められ、安易な目・

節間の流用が行われるようになったのは否めない。 

  ③ 方策 

第1に、予算の議決対象は、地方自治法第 216条を改正、昭和 38年の法改正以前に一部戻

して、せめて款・項に加えて目まで拡大すべきである。 

 第 2に、総務省令等で規定されている予算書や決算書の様式を見直し、現在の全国一律基

準ではなく、事業別にするなど住民にも分かりやすい予算書を各自治体の基準で作成し、統

計のための国への報告は総務省令の基準で出したらよいのではないか。 

 第 3に、予算の単年度主義については、債務負担行為や年度当初からの委託契約について

の一般競争入札・ＰＦＩなどに支障があるので、もう少 し柔軟な運用が可能になる方法を検

討する必要がある。 

 第 4 に、予算については、常任委員会の数の制限がなくなったので、1 人 1 委員会の制約

がなくなったら、予算常任委員会を設置してそこで審議することを考えたらどうか。そうな

れば、日常的に予算執行についても監視が可能となろう。 

第 5に、長の予算提案権を侵してはならないとする地方自治法第97条第 2項の但し書は増

額修正を認めた際の交換条件であり、曖昧な基準で合理性があるとも思えないので、削除を

検討すべきである。 

  ⑶ 決算の認定 

  ① 概況 

 決算は、法第 233 条により、町村においては収入役が調製して町村長に提出し、町村長が

監査委員の審査に付してその意見を付けて議会の認定に付することが決められている。 

 平成 15年の調査では、審査方法について、特別委員会が半数近く、本会議が4分の 1、各

常任委員会分割付託が 5 分の 1、後は総務委員会に付託等であった。また、付帯意見が 4 分

の 1、不認定が 8と、前年度より 3少なかった。 

 不認定については、決算は調製段階で形式的に成立しており、認定は適否の確認にすぎな
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いから何らの法的効果もないとされてきたが、それでは議会に諮る意味がなく、対外的には

法的安定性の観点から有効としても、対内的には政治的責任を免れず、場合により不信任議

決の対象になりうる。 

 決算については、第 1次報告は、これまで軽視されてきたが、中央依存型の財政下では当

初予算に比べて決算の方が町村財政の全体像を映し出し、不正の監視・摘発、予算の適正性・

行政執行の妥当性についての精査、批判、改善に役立つこと、翌年度の予算編成や行政執行

に生かせるよう調製を急がす努力をすること、決算を不認定とした場合は理由を明示し、問

題になった不当な処理の再発防止、政策の変更、責任の所在の明確化について長から議会へ

の説明を義務付ける条文を法定することを指摘した。また、併せて、決算書についても予算

書同様住民に分かりやすいものにするよう提案した。 

  ② 沿革 

明治 11年の府県会規則には、すでに府県会が毎年初めの通常会で地方税に係る出納決算書

の報告を受けることが規定され、さらに13年の改正では、それについて府知事県令に説明を

求め、異見あれば議長は直ちに内務大蔵両卿に上申できることになったが、13年の区町村会

法は決算については触れるところがなかった。その後、町村制第33条の列記された議決事件

の第 3号に決算報告の認定が挙げられ、改正がないまま地方自治法に引き継がれたが、昭和

38年の改正で、決算報告が現行の決算と改められている。なお、明治も末近くまで、町村会

では決算を「精算」と呼ぶところが多かったが、是正の指示が出てやめている。 

  ③ 方策 

 第 1に、決算の不認定と事後措置については、第1次報告の提言を繰り返したい。 

  第 2に、予算に関する説明書については地方自治法施行令第144条で規定されており、 

特に第 1項第 5号で「その他予算の内容を明らかにする必要な書類」と規定されているが、

これに比べると決算に関しては、第 166 条は限定的で、規定の仕方に差があり、決算の重要

性から見て、見直す必要がある。 

第 3に、昭和 38年の法改正に際して新しい公会計制度が導入されたが、もう半世紀近く経

過していて、全面的に見直すことを要望する。特に、現在政策評価・行政評価がブームにな

っているが、その成果を上げるためにも必要と考えられる。 

 ⑷ 請負契約等 

  ① 概況 

法第 96条第 1項第 4号から 9号までの財政に関する議決事件は、税その他の収入（4号）、
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契約締結（5号）、財産の交換・貸付等（6号）、信託（7号）、取得・処分（8号）負担付寄付・

贈与受領（9 号）を掲げている。このうち、町村議会の財政的機能の発揮を制約しているも

のとして、第 5号を指摘する必要がある。この条文は、条例で定める契約締結は種類と金額

を政令で定める基準に従うことを求めているが、昭和38年の法改正で挿入されたもので、こ

れにより工事製造の請負・財産の取得処分については町 村は 5000万円以上だけとなり、議決

対象が制約されてよほど大きな契約でないと議会での審議が及ばず、十分な監督ができない。

これは、不祥事にまで発展しかねない議員の契約への介入の機会を減らすために取られた措

置だが、反面仰視監督への障害となっていることも確かである。ただ、議決対象から外す目

的で一件の契約議案を基準以下に分割して提案する方法は、下級審ながら違法の判決が出て、

採れなくなった。 

 第 1次報告は、この基準が自治体の予算や人口の規模、その地域の地価の動向とは無関係

に一律に規定されているため、議決の対象外となる案件が多く、チェック機能が及ばなくな

っているので、入札や契約の構成・透明性を確保し、予 算執行の適正化を図るため、政令に

よる規制を緩和し、その下限より下の一定範囲内で条例により地域の実情に適した基準を規

定できるようにすべきだと提言した。 

  ② 沿革 

 財政に関する法第 96 条第 1 項に列記された議決事件は、町村制に始まり、第 33 条の第 5

号から 9号までに、税その他の収入、町村有不動産の売買等、基本財産の処分、新規義務負

担・権利棄却、町村有財産・営造物の管理方法が列記さ れていたが、それらはその後町村制

改正のつど少しずつ変更が加えられ、現在に至っている。 

このうち、問題の契約事件は、昭和 23年の改正で新設されたもので、ＧＨＱはただ契約と

するよう求めたが、政府は重要なものだけに限ることを主張、「条例で定める」契約とした。

ついで、昭和31年の改正では、3議会議長会の権限縮小とする反対を押し切って、条例で定

める財産の取得・処分、営造物の設置・処分とともに「 重要な」の限定文言を挿入した。さ

らに、昭和38年の改正で現行規定に改め、施行令第121条の 2を新設、別表で議決契約の下

限を 1000万円と決め、その後 2度の改正を経て 5000万円に引き上げられた。 

  ③ 方策 

昭和38年に定められた政令の下限基準を、町村の実情をよく調査したうえで、執行部の不

適当な行為が防止できるところまで引き下げるか、それより下の一定範囲内で条例により基

準を決められるようにすべきである。 
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３ 行政監督機能 

 行政監督機能は、歴史的には非常に長期にわたり少しずつ議会が確立してきたもので、政

府高官への査問から始まり、弾劾、最後は議院内閣制では不信任に至るが、ここでは不信任

は議会と長との関係のところで扱うことにし、また弾劾に相当する執行機関の職員の解職請

求は今のところ別段問題がないので省略する。 

 ⑴ 条例委任事項の規則内容確認 

 条例は、それだけでは執行に移せないので、それに基づく規則の制定が不可欠であるが、

この規則への委任をめぐり行政監督上問題になる重要な点が若干指摘できる。 

 まず、条例は、対象となる事件について基本的な事項をある程度具体的に規定し、それを

議会の議決に掛ける必要があるが、日本では、条例の内容を抽象的な範囲にとどめて、後は

それに基づき執行部の制定する規則以下に委任してしまい、議会での審議を回避する傾向が

強い。これは、国の場合も全く同じで、特に法律制定段階で、例えば各省庁間にまたがる法

案の内容について調整が付かなかった場合、取りあえず法律だけ制定しておいて、本来は法

律事項まで技術的に政令に委任せざるをえないものと一緒に委任してしまい、後は政令段階

で改めて各省庁が折衝を続け、その決着がつくまで、実施を先送りすることもある。その場

合、国会議員の意識では、自分たちの責任範囲は法律制定までで、後は野となれ山となれ、

政令段階に口出しするのは執行権の侵害だということになる。このため、ときには政令によ

りあるいは政令以下により、法律の制定の意図や趣旨がねじ曲げられてしまい、ときには違

憲判決まで受けることさえあった。この点、欧米先進諸国では、日本の政令に相当する枢密

院令や大統領命令に委任した場合、必ず国会にそれを提出させて法律違反がないか、法律の

趣旨に反するところはないかを改めて審査し、確認議決をする。条例の規則への委任につい

ては、このようなルールを確立して条例の執行監視に万全を期すべきである。 

 つぎに、規則に委任したなかで、基本的事項については抜き出して条例に戻す作業を至急

に行うべきである。既存の条例には、準則に従って過度に規則に委任して議決の対象から外

し、議会の審議を回避したものも少なくなく、改めて条例の妥当性を検討し直す意味でも、

またすでに施行されている場合にはその有効性を評価するためにも、さらにこの点検をとお

して議員が法制担当能力を養成する機会に役立つという点でも必要である。 

 ⑵ 監査請求 

  ① 概況 

 法第 98 条第 2 項は、議会の監査請求権を規定し、また第 12 条第 2 項、第 75 条と第 242



 

24 

条では、住民の直接請求による監査、第 242条の 2ではその結果への不服ある場合の住民訴

訟の規定がそれぞれ置かれている。 

 「監査」という文言は、すでに明治21年の町村制に検閲・検査などとともに町村会の権限

として登場してくるが、その意味や性格は、今日のものと全く異なる。現行の監査の制度は、

敗戦直後の第1次地方制度改革において、アメリカの制度に倣って導入されたといわれるが、

監査の直接請求も併せて新設された。このとき、初めて全国一律の自治体内部の独立監査制

度が発足したが、これは旧制度の国の監督権・議会の実 地調査権・長の指揮監督権の 3種か

ら命令・強制権は排除して抜き取り、合成している。 

 分権時代を迎えて、議会の行政監督機能の重要な手段として期待される監査委員制度では

あるが、当初から弱体で、制度として有効に機能しないという批判が根強い。識見（知識経

験者）は、平成 16 年初め現在全国で、かなり減ってはきたが議員を若干含む元公務員が 4

割を占め、任命された長に従属し、内輪をかばって思い切った監査ができないと懸念され、

一方議選（議員選出）は、他の議会人事に連動して短期交代が多く、同時点で在任 2年以下

が 4割以上で専門的知識が身に付かないといわれてきた。このため、議選の方は議長経験者

その他古参議員を充てたりしている。だが、町村の場合、委員は 2人だけ、監査事務局は任

意設置のため置いているのは2割、補助職員は平均1.6人だが 95％が兼任であった。その弱

体を補う一貫として、各道府県に協議会を持ち、全国組織（全国町村監査委員協議会）もつ

くられた。また、平成 9年には地方 6団体中賛成したのは町村議会議長会だけだったが、専

門家による財務監査が期待できる外部監査制度も生まれた。だが、依然として弱体は免れず、

改善・改革が望まれる。 

 なお、議会の監査請求件数は、平成14年全国で 22町村、31件であった。 

 一方、住民監査請求制度の方は、有権者の50分の 1以上の署名が必要だが、これは直接的

には議会とは無関係であり、ただ結果への不服等で起こす住民訴訟は 1人でも可能という点

が議会の請求が過半数議決を要するのとは不公平ではないかといわれているが、請求の方は

50分の 1以上の署名が必要だし、訴訟の性質からは1人でも可能というのは当然で、比較は

できないと見るべきであろう。 

  ② 沿革 

昭和21年新制度が発足して、その改善のための法改正はたびたび行われてきた。まず、地

方自治法制定時には、ややあいまいであった独立機関の明確化を図り、議会への出席義務、

補助職員の設置、公表権限を規定、監査委員の分限・懲戒は独立法で規定した。25年の改正
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では、補助団体監査、地方公共団体以外のものの公金取扱いへの監査等、27年には監査結果

に基づき組織運営合理化の意見書提出、知識経験者の常勤化を可能にし、31年改正では任期

を知識経験者は 2年から 3年へ改正、除斥条項（ 親子夫婦兄弟姉妹）を設け、議員の同数主

義をやめる（ 4人の場合 2人か 1人、3人の場合 1人 ）とともに、新たに国や都道府県知事

の関与を認めて内閣総理大臣・知事からの監査請求、国 ・都道府県・市町村間の協力関係を

規定、38年改正では財務会計制度改正に伴う改正として、条例設置、市町村必置制、定員選

択制、代表監査委員制度、事務局法制化、補助職員必置を規定、49年改正では知識経験者の

任期を 4年に改めた。 

 だが、画期的な改正は、その後の 2回で、最初が平成３年の監査対象を機関委任事務に拡

大、またそれまで財務監査しか認められなかったのを一般行政事務にも及ぶことにした。こ

のとき併せて退職職員の選任制限 5年 を規定している。つぎが平成 9年の外部監査の制度 

の導入である。 

  ③ 方策 

第 1に、議選の監査委員の任命は議会の同意事項であるから、執行部に対して毅然とした 

態度が取れる人材が得られるよう配慮する。また、議選の監査委員は、できるだけ任期を議

員に合わせて4年は務め、十分な能力が発揮できるようにする。 

 第 2に、監査委員については、議会での選出に改める。公選に切り替えるという意見があ

るが、アメリカのコントローラーのように政争に巻き込まれることを覚悟しなければならず、

また思い切った事務局の拡充と予算を初め独立性の確保とが不可欠となる。一方、議選の監

査委員の廃止の意見もあるが、議員だから執行部も一目置き、資料提出その他の協力が得ら

れるが、識見だけでは相手にされず効果は上がらないであろう。 

第 3に、監査委員の定数は地方公共団体が地域の実情に応じて自主的に決定できるように 

するとの提案があり、検討すべきであろう。 

 ⑶ 検査権の行使 

  ① 概況 

法第 98条第 1項は、議会が自治体の事務について、書類・計算書の検閲、報告の請求によ 

る事務の管理、議決の執行、出納の検査ができる旨規定している。検閲は、旧体制下の強権 

的な出版物に対する事前検閲を連想するが、単なる事務施行の状況を調べることにすぎず、 

強権的意味は全くないし、法的効力も付与されない。また、実地調査のできる監査と違って 

検査は書類検査が主だが、これだけでは実行性がないので百条調査と併せて実施したりして 
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いる。平成 15年の実施は 20町村、25件であった。 

  ② 沿革 

 府県や郡は自治体というよりは国の行政区画で大部分の事務が国の事務で国の経費によっ 

て行われていたという理由で執行機関への検査権は昭和21年の第1次改革まで認められなか 

ったのとは対照的に、町村制の当初から町村には市とともに現行の検閲・検査が認められて 

いた。これは、その起草を指導したドイツ人モッセの意見に基づくものといわれ、その第35 

条に町村会は、町村の事務に関する書類・計算書の検閲 、町村長に報告を請求して事務の管 

理・議決の執行・収入支出の正否を「監査」する職権を有すとしていた。明治44年の改正で  

は、その条文は第42条第 1項となり、収入支出の正否が出納検査に改められ、新設された第 

2項で町村会は議員中より委員を選挙して町村長かその指名する吏員の立会のうえ「実地」 

につき第 1項の権限を行使することができるとした。理由は、書面・口頭だけでは事実の真 

相を看破できないおそれがあり、また議員全員では検査の進捗を阻害するというにあった。 

対象事務の年度には制限がなく、立会を拒否されても検査ができた。ところが、昭和18年の 

改正で、第 2項が削除されて再び書面審査しかできなくなった。町村には実地調査の必要性 

がほとんどなく、実例も少ないからという理由だった。だが、敗戦後の第1次改革で、また 

も実地調査が復活するが、今度は監査委員に任せることになり、地方自治法に引き継がれた 

のであった。 

  ③ 方策 

同法第98条の議会のほか、委員会にも検査権を付与したらどうか。また、検査権行使の要

件を過半数の議決でなく、議員定数の４分の１以上の請求にして、行使を容易にしてみては

どうか。 

 ⑷ 調査権の行使 

法第100条は、第 98条の監査請求権や検査権とは別に、地方議会の調査権について規定し

ている。この条文は、旧制度にはなかったもので、条文は全部で現在18項からなるが、この

うちいわゆる百条調査権と呼ばれるものに関係するのは第1項から 11項までであり、強制力

を伴う調査に必要な事項が規定されている。旧制度では、地方議会は選挙人との直接の接触

を禁じられていたのと比べると、画期的な内容と評価されてきた。 

 百条調査権は、行政監督権行使に当たってのいわば伝家の宝刀であり、したがってよほど

の疑惑でもない限り滅多に使われることがなく、どこの町村でも何十年に一度あるかないか

であろう。だが、しだいに行使への抵抗感が薄れてきているようで、平成14年の全国の町村
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議会での行使は 27 町村、28 件もあった。議会活動にとってはなお非日常的の観が強いが、

しかしその存在の意義は大きい。 

 ただ、問題は、使い勝手が必ずしもよいわけではなく、改善を要する点が二三ある。一つ

は、調査にかなりの費用が掛かるが、非日常的なゆえに当初予算に計上されているところは

まずなく、臨時の支出が必要で、あらかじめ予算の定額の範囲内で必要経費の額を定め、不

足すればそのつど経費の支出について議決が必要となる。この条項は、当初は存在せず、昭

和22年末の改正の際に、ＧＨＱの要求で挿入された。ところが、調査対象が長の場合、経費

の支出に応じなければ調査はできず、現にそのため断念をよぎなくされた例もあり、何らか

の経費支出への法的保障が必要となる。 

 いま一つは、この制度が、地方自治制度運営の必要から生まれたものではなく、日本国憲

法第62条と国会法の国会の国政調査権の反映と解されているが、国と比べると強制力は弱く、

また臨床尋問や補佐人の選任等証人の保護など国政調査権に準じた法改正が必要不可欠であ

る。 

 また、せっかく行使されたところでも、大山鳴動ネズミ一匹、余り成果が上がらないこと

が多いが、これは調査に慣れていないため追いつめるだけの証拠資料や証言が得られないな

どの理由による。アメリカ上院の特別調査委員会や独立調査委員会のように、逃れられぬ証

拠を突きつけることはできないにしても、もう少し調査のノウハウを研究して臨むべきであ

ろう。 

 さらに、百条調査権は、設置した議会の任期満了によって消滅し、つぎの議会に継続でき

ないという欠点がある。これは、機関の継続性はあっても、実態としての議会構成メンバー

が異なるためで、その点、議会にとって能動的な調査と受動的な請願・陳情の受理とは違う

扱いになっているといえるが、制度的に継続できる方法があるかどうか検討してみるべきで

あろう。 

 ⑸ 議員派遣 

 議員派遣の制度は、第 1次報告でも、事実上実施されているのを国会同様法制化するよう

求め、平成 14年の地方自治法改正で第 100 条の第 12項に規定が新設されて実現した。この

制度は、議案の審査、事務調査そのほかの必要のために議員を現地などに派遣するもので、

従来は委員会にだけ法的に認められていたが、町村議会のように本会議中心の議会運営が行

われているところではその必要性が高く、ほとんどすべてで運用されている。 

 法の規定では、会議規則により実施できるとあり、これに基づき「標準」会議規則第 121
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条第 1項では議会が議決するか緊急の場合は議長が決定する。また、同条第 2項では、決定

に当たり目的・場所・期間その他必要な事項を明らかに することを求めているが、結果報告

については他のレベルの議会議長会との折合いがつかず、「標準」会議規則に盛り込めなかっ

た。だが、報告書を議長に提出し、それを本会議で報告するのは、公金を使う以上、また使

途の公正透明性を確保するために当然の義務であり、すでに 3分の 1以上の町村議会で報告

が行われていた。報告により、他の議員や傍聴者に情報として提供できるし、議会報にも載

るから住民にも広く知ってもらえることになり、ひいては衆人環視にさらされることによっ

て本来の目的に沿った活用の保証にもなる。 

 ⑹ 政務調査費 

  ① 概況 

 政務調査費については、法第 100 条第 13項で交付の対象・額・交付の方法を条例で定め、

第 14項は交付対象は会派でも議員個人でもよいが、議長に収支報告を提出するとしている。

平成16年半ばの調査では、交付町村は 2割弱、交付対象は議員だけ半数、会派のみが14％、

残りが議員か会派、交付額は月額最高 4 万 5000 円から最低 500 円までまちまちで、平均は

8000～9000円程度、収支報告書への領収書添付は 8割強となっていた。制度化される以前は

お手盛りとの批判から、なかには住民から訴訟により追及される事例も見られた。交付町村

の比率が低いのは、そういった批判を恐れて執行部が問題を起こして欲しくないと制度化に

慎重になっているからで、議会側としては情報公開に積極的に応じられるだけの透明性を確

保する必要がある。 

 政務調査費は、かなり広く事実上支給されていたのを、地方議会側からの要請を受けて平

成12年の法改正によってすべての自治体が正式に支給できるようにしたもので、第100条に

2項が新設され、町村でも徐々に実施されるようになった。 

  ② 方策 

 第 1に、政務調査費は、せっかく制度化された以上、期待される議員活動の向上に役立て

るために大いに活用すべきである。現地調査では、調査費の使い残しも見られたが、それほ

ど大きい額ではないので、全部使い切るぐらい活動を活発化することが望まれる。 

 第 2に、法では要求されていないが、すでに大半は実施している以上、条例で収支報告書

への領収書の添付を義務付けるべきである。そこまで要求すると制度の弾力性が失われるの

ではないかとの懸念もあるが、公金である以上添付は当然であろう。 

 第 3に、政治的信条を核に結成される会派がごく一部を除いて存在しない町村議会の場合
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は、会派への支給だけに絞るわけにはいかないが、個人への支給では報酬視されて批判の対

象になりやすいので、すでに若干は見られる政務調査費交付上の便宜的なものでも、建前と

しては会派の結成を促すのが望ましい。その場合、受け取るのは会派でも、使うのは個人 

であってもやむをえない。  

 ⑺ 意見書の提出 

  ① 概況 

法第99条は、地方議会が公益に関する事件について意見を関係行政庁へ提出できる旨規定

している。この第99条には、平成 11年改正まで、第98条第 1項の検査権との絡みで、第 1

項に機関委任事務への説明要求と意見陳述の規定が置かれていたが、機関委任事務の廃止に

伴い全文削除となった。一方、この意見提出権は旧制度からの踏襲で、別に行政庁の諮問へ

の答申の規定もあって、町村会でも非常に多くの議案が提出されていたが、法制定時に削除

され、長に対する異議申立などのあったときは個別に対応することとなった。 

 意見書の提出権は議員にあり、関係行政庁は受理は拒めないが応答義務はない。平成 14

年の町村議会への提出総数は、全国で 2 万件を超え、1 議会当たり 8 件強となっていた。そ

の内容は、すべてに広く及ぶが、かつて昭和30年代初め外務省が外交関係については自粛を

自治庁に要求、当時からしばらくは提出できないとする議論が強かった。だが、その後グロ

ーバル化時代を迎え、そういった内容の意見書も激増、自粛意見は影を潜めた。地方議会が

対外的に活動できるのは、この面だけということもあって町村議会でも関心は高いが、意見

書は出しっぱなしとなるのがほとんどで、効果は分からず、余り上がっていないとの声も聞

かれる。 

  ② 沿革 

 意見書提出についての規定は、旧制度のときからあり、現在の制度も文言上はそれを踏襲

した形になっているが、旧制度の時代は監督官庁やその他の行政庁と町村会は上下関係にあ

り、権利としての提出というよりは監督の一貫として監督される側の意見も聞いてもらうと

いった性格が強く、現在の対等同格を前提としたものとは基本的に性格を異にする。このよ

うな監督官庁への建議は、明治11年の府県会規則には府県内の利害に関する事件について内

務卿に対して行えるとしていたが、その 2年後の区町村会法では規定がなく、各区町村会の

自由に任せていた。だが、町村制では、第35条第 2項に、公益に関する事件について監督官

庁に意見書を差し出せるとの規定が新設された。この条項は、同条第 1項に町村事務への検

閲・監査の規定が置かれたのと関連し、監督官庁の監督に対しての意見書で、その後の第36
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条に官庁の諮問への意見陳述が権限ではなく義務とされたのとも照応する。 

 明治 44年の改正で、この第 2項は第 43条として独立し、監督官庁のほか町村長にも提出

できることとなった。 

  ③ 方策 

 意見書の対象は、すでに国会に対しても提出できるようになったし、グローバル化の時代 

を迎えて国際関係に関する事項も自治体の公益に直接影響するものも少なくないから、住民 

や議会が必要と認めればできるだけ広く認めるべきである。 

 国会や関係行政庁に提出した意見書について、出しっぱなしに終わらないよう、誠実処理

の原則の義務付け要求もあるが、全国各地からでは膨大な件数に上りとうてい不可能なので、

せめて処理状況の問合わせに応ずることを義務付けて欲しい。 

 ⑻ 一般質問の積極化 

  ① 概況 

 一般質問は、行財政全般にわたり執行機関に疑問点をただし、長の所信表明を求め、その

政治姿勢や責任の明確化を迫り、施策の変更・是正、新 規施策の採用を可能にする地方議会

の基本的制度の一つであり、特に行政監督の有効な手段として威力を発揮することが期待さ

れる。第 1次報告では、そのような観点から、陳情に終始したり、お願い言上の場にならな

いよう警告するとともに、長の側にだけ周到な準備の余裕を与えて紋切型棒読みの答弁をさ

せ、一方議員の側にはその場での判断をよぎなくして討論に緊張感を欠き、セレモニー化さ

せてしまっている事前通告制の弊害を指摘し、その廃止と、代わりに長との公正な緊張した

やりとりが望める一問一答方式の採用、あるいは長の側からも答弁書を事前に取り付けて質

問者に手渡すことなどを提言した。また、事前通告制を廃止すると、不慣れな新人町村長は

十分な答弁ができないとか、執行機関内部の調整が不十分になるとか、執行部の全員が出席

しているとは限らないので答弁不能になるといった反対論に対しては、長はどのような質問

が出ようときちんと受けて立てるだけの見識が必要、それでなければ分権時代の長は務まら

ないと断じていた。この報告の後、町村では、平成16年初め現在事前通告制廃止はなお 6％

にとどまったが、一問一答方式採用は4分の 1に増えた。 

 町村議会全体での一般質問は、平成 15年の 1年間に 1議会当たり平均延べ 22人強、実人

員 10人弱、別に臨時会での緊急質問はどちらも2人前後であった。ただし、他のレベルで見

られる代表質問は、町村議会の場合通常政策会派が存在しないため実施しているところはほ

とんどない。一般質問を実施する時期は、会期初めが 4割、中間が 5割弱、残りが終わりと
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なっていたが、終わりではいい放し聞きっぱなしで効果が薄く、また中間の場合、議案提出

前でないと質問内容が議案説明とダブリ、二番煎じとなりかねないから、招集日の翌日に行

うとか、質問要旨の通告を議案提案の翌日にするとか、種々工夫が試みられている。質問要

旨の事前通告は、議長に対しては義務付けられているが、二元代表制を採る以上長への通告

までは本来必要なく、あくまでも任意である。だが、一般には、事前通告制は長への通告と

誤解されており、町村議会では通常議長から長へ届ける習わしのようで、都道府県や市では

執行部から受け取りにくるのとは対照的である。町村議会の議長のなかには、せいぜい年に

一二度長のところへいくことはあるが、後は用事があれば町長からきてもらうと筋を通して

いる向きもあり、このような姿勢は事前通告制の廃止との関連で検討に値しよう。 

 事前通告制と一問一答方式とは、必ずしも相互排他的関係にあるわけでなく、そのため前

記のとおり前者の廃止は 6％にすぎないのに、後者の採用は 4 分の 1 に増えることになった

と思われる。事前通告制は存続しているが、後の質疑は何回でも自由とし、ただし質問時間

を 1 時間とか、1 項目 20 分とか決めたところもある。また、第 1 次報告に提言したとおり、

議員の提案により答弁書を招集日の前日午前中までに配付を実現・励行しているところも出

てきた。さらに、一般質問への関連質問は、いいところだけつまみ食いされるなどの理由で

概して認めていないが、ごくまれだが討論の活発化を期待して何回でも認めているところも

現れた。一方、反対の意見として、一問一答では委員会の所管事務調査との区別が付かなく

なるから両者を区別できるルールが必要なので検討中とか、一般質問も通常質疑は議案と同

様 3回に限られているが、これを使い切る議員は必ずしも多くはなくそれで十分という声も

聞かれた。 

  ② 方策 

 一般質問は、議員の政策形成や行政監督の能力向上に役立つだけでなく、実際に質問が、

政策作成のきっかけになったり、執行部の施策是正措置を引き出したりすることも少なくな

いので、さらに活発化することを期待したい。また、関連して、発議や動議を提出すること

もあってよい。 

一般事務の対象は、町村の一般事務とされているが、現状ではそれ以外の事項も関連して

くるので、もっと柔軟に範囲を広げて認めてもよいのではないか。また、まれにではあるが、

議長が一般質問について事前にチェックし、許可しないことがあるようだが、議長への事前

通告はそこまでの権限を認めていないはずだから、慎むべきであろう。 

 一般質問について、いいとこ取りされることを恐れて、運用上概して関連質問を禁じてい
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るが、もっと雅量を持って質疑の活発化のためにむしろ奨励すべきであろう。また、制度上

は禁じられているわけではなく、これも運用上抑えてきただけなので、その際質問者への反

問も許されるべきである。 

 臨時会での緊急質問は、会議自体の質疑が提案事項に限られるところから、天変地異など

特別の例外的措置と見られていて、また事前通告も不必要なため質問のしっぱなしに終わる

のは避けられないが、定例会との区別が不要になればともかく、臨時会のままでも会期を延

長してでも定例会同様の一般質問を認めるべきである。 

 ⑼ 外部の事業体に任せた事務事業への関与 

  ① 概況・沿革 

 本来町村が直接担うべき重要な事務事業のうち、さまざまな理由で外部へ出したものとし

て一部事務組合、公社・３セク、私法上の契約による委 託等があり、住民の生活のみならず

生命や財産とも密接に絡み、ほとんどが全額公金で賄われていて、問題にすべき点が少なく

ないのに議会の監督が及ばないという矛盾がある。 

一部事務組合は歴史が古く、明治10年代の三新法の時期に、当時の規模の小さい町村が近

隣で協力して小学校や水利組合など広域で運営する必要から設置されたのが始まりだった。

現在では、消防や清掃、病院など施設・設備・要員の高 度化に対応する必要から設立された

ものが多く、参加市町村とは別人格の特別地方公共団体であり、執行部とともに議員が組合

議会の議員として参加することはあっても町村議会としての直接の関与は認められていない。 

 つぎに、公社・3 セクなどは、株式会社の制度を活用して事業を効率的弾力的に運営する

狙いで設立されるもので、出資の全額とか半分以上あるいは 4分の 1以上が公金で、長や助

役などが社長や理事長を務めることが多いのに、議会の関与がやはり外されている、という

よりは国の特殊法人を真似て初めから議会の関与を避けるために設立されたといってよい。

全自治体ではおびただしい数に上り、用地取得を中心に都市計画、開発などに広く利用され、

国は問題が多いとして普及し始めた当初に自粛を呼び掛けたが、その国自体が先例を示した

だけにしめしがつかず、バブル期に事業を拡大した大規模自治体ではどこも莫大な借金を抱

えて四苦八苦の状態にある。そのうえ、ときには汚職絡みの不祥事に発展することもあり、

また当事者だった長は責任を取らずに交代して結局ツケは住民に回されるというのに、行政

監督の責任を負う議会にはチェックする有効なてだてがない。全国町村議会議長会では、議

会が直接関与できるようにすることをたびたび政府に要望し、また第 1次報告でも予算・決

算・事業計画などの基本事項については、法第96 条第 1項の議会の議決事項に加えるよう提
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言したが、実現していない。 

 さらに、重要な私法上の契約としては、公立病院を持たない場合の休日・夜間の診療の地

元医師会への委託などのほか、多額の経費を要する清掃とか電算機業務などの民間業者への

委託など種類も多いが、すべてを専任職員での時代が去って今後ますます増えることが予想

される。これらのうち、金額が張るのに業者が独占か限定されているかで随意契約をよぎな

くされて価格等の比較検討もできないものもあり、ときには癒着のおそれさえあるのに、議

会の直接のチェック機能がやはり働いていない。 

  ② 方策 

 これらの事務事業に対しては、ごく例外的ながら一部の町村議会でも試みられているよう

に、まず本会議で執行部から定例的にきちんと報告させ、質疑を交わすようにする。現在は、

全員協議会でそれを行うことが多く、本会議では議案がないと質疑ができず、一般質問か関

連議案、あるいは予算関連といった間接的な言及にとどまり、事件絡みの問題が起こったと

きに特別委員会が設置されるにすぎないが、これでは不十分であり、運用では無理があるな

ら制度化すべきである。 

 つぎに、第 1次報告で要望した、公社等の町村出資法人の基本事項と重要な私法上の契約

の法第 96条第 1項の議会議決事項への追加を引き続き要望する。 
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Ⅲ 議会と長の関係 

 議会と長の関係は，二元代表制においては特に重要である。この制度では、国と違い議会

は国のような最高機関性と立法権のどちらも持たず、旧制度から引き継いだ曖昧な「議事機

関」でしかない。しかも、対等同格を建前とする二元代表制としての制度的工夫は種々講じ

られてはいるものの、旧制度下で地方自治を大幅に制限してきた国とその下部機関の府県に

よる強力な指揮監督権や、議会に対する長の優位性の名残が形を変えて存続し、現在の行政

機能拡大強化の社会的要請と複雑に絡んで、分権時代の到来で期待されている地方議会の自

主性自立性の強化・活性化を阻害している。町村議会の 活性化のためには、このような制度

と運営の両面にわたる阻害要因を洗い出して、改革を積み重ねていく必要がある。 

 

１ 解散・解職 

 ⑴ 不信任と解散 

  ① 概説 

 有権者の選挙によって選ばれた町村議会の議員も、4 年の任期を全うせずに任期途中で退

陣をよぎなくされることがある。このうち、議会側の意に反する議会の解散・議員の解職に

より失職する場合が二つある。その一つが、議会と長が政治的に対立して抜き差しならない

事態に陥り、両者を選んだ住民の判断によって最終決着を図る方法として、議会での長への

不信任議決に伴う対抗手段としての長の側からの議会の解散である。 

法第 178条は、不信任議決があったときは議長から長へ通知し長は10日以内に議会を解散

できるとし、解散しなかった場合は10日後、解散した場合はその後初の議会で再度不信任議

決が行われた場合議長から通知してその日に長は失職するとしている。ただし、不信任議決

は定数の3分の 2以上が出席し 4分の 3以上の同意が必要、再議決の場合は過半数でよい。 

また、議会の議決が法第 177 条第 2項第 2号の災害応急・復旧費と感染症予防費の長から

の付再議を認めず、経費の全額削除か減額をしたとき、その議決を不信任議決とみなせるこ

とになっているが、この際の議決は過半数で足りる。 

  ② 沿革 

この制度は、旧制度下最後の昭和 21年町村制改正で設けられたもので、それ以前はいずれ

の地方議会においても仮に不信任議決があっても効力はなく、また議会の解散権は府県知事

や市町村長にもなくて内務大臣のみが有していた。もっとも、明治 11年の府県会規則では、

会議中国の安寧を害するか法律・規則を犯す場合には内 務大臣が解散を命ずるとし、明治23
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年の府県制に引き継がれたが、明治 13年の区町村会法では、法に背く場合は府知事・県令が

中止か解散を命ずるとしていて、その後町村制で内務大臣に変更されていた。 

昭和 21年の制度新設時の政府原案は、不信任議決があった場合に都道府県知事・市町村長

は内務大臣に議会の解散請求ができるとし、不信任議決も再度の不信任議決もいずれも定数

の 3分の 2以上の出席で 3分の 2以上の同意を要件としていたが、衆議院の審議でこれでは

9分の4の少数で可決できるとの反対が出てＧＨＱの同様な主張もあり4分の3以上と修正、

また内務大臣の解散権は矛盾、長に認めよとの意見を入れてこれも修正された。だが、この

ため逆に4分の 1で地位が保全できるという結果になってしまったといえる。 

地方自治法は、これをそのまま踏襲したが、昭和25年の改正で、再議決は過半数に改めら

れ、また「退職」となっていたため辞めず、強制できないところから直接請求せざるをえな

かったので「失職」と変更した。以後改正はない。 

  ③ 方策 

この制度については、二元代表制そのものについての論議と関連して再検討の必要がある。

まず、第 1に、分権化の進行に合わせて、最近のイギリスの改革に見られるように、二元代

表制以外の議院内閣制やシティマネージャー制度などの採用も自由に選択できるようにする

ことを検討する時期にきていると思われる。 

 第 2に、議会と長が別個に公選される首長制の場合、議会の長への最大の制裁は弾劾であ

り、それを超えて失職させる不信任は議院内閣制の制度で本来はゆきすぎだが、この制度を

採用する西欧諸国でも不信任による罷免は多く見られる。だが反対に、対抗措置として議会

の解散まで行うところはない。わが国で、この制度を採用したことにより不合理な面が生ず

ることは避けられず、特に議会側は次回選挙での落選の可能性を恐れてよほどの場合でない

と不信任議決にまで踏み切れないため、十分なチェック機能が果たせないという欠陥がある。

この対抗関係が妥当かどうか、制度の根幹にかかわるが再検討が必要であろう。 

 第 3に、それと関連して、最近実例が出てきた不信任議決に伴う解散での対抗でなければ

失職を待つのでもない、辞職して改めて選挙により住民の信を問う道も採られ、政府は邪道

と決め付けているが、これも制度として検討に値する。 

第 4に、不信任議決の現行要件は、実質 4分の 1を味方にしたら長が安泰ということにな

り不合理であり、長の側に刺激を与えるためにも同意を過半数かせめて 3分の 2まで引き下

げるべきである。 
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 ⑵ 直接請求による解散・解職 

  ① 概説 

いま一つが、住民の権利として行使される直接請求による議会の解散・議員の解職であ 

る。住民の直接請求権は、敗戦後の民主化のなかで昭和21年の第 1次地方制度改革において

初めて登場したもので、地方自治の制度が住民多数の意向に沿った形で機能していないと判

断されたとき、主権者としての政治的直接行動により、自治体の政治行政担当者を辞職させ

るかその施策や措置を変更させる道を開いた制度である。町村議会に直接関連のある直接請

求の制度は、議会の解散、議員の解職、条例の制定、監査の 4種であるが、ここでは選挙さ

れた町村議員の失職にかかわる議会の解散と議員の解職とに触れる。 

 議会の解散請求は、法第 13条第 1項で住民の権利として規定され、第 76条第 1項で町村

の場合は選挙権者総数の 3 分の 1 以上の連署で請求、第 3 項で選挙人の投票に付し、第 77

条で投票結果を議長に通知・公表し、長にも報告、 確定時も同様な措置をし、第78条で過半

数の同意で議会は解散する。また、議員の解職請求は、法第13条第 2項でやはり住民の権利

として規定され、第80条～第 82条で議会同様の経過で議員の失職となる。 

  ② 沿革 

 旧地方自治制度では、地方議会や市町村長が国の意向に沿わない場合に、内務大臣が議会

の解散を命令し、あるいは市町村長を解職する権限を有していたが、住民にはその意向に沿

わない議会や長を辞めさせる手だてはなかった。 

  ③ 方策 

 これらの解散・解職は、本来異常な状況下での非常手 段であり、毎年の事例も少なかった

が、ここへきて合併絡みで増え、請求件数は平成14年が解職 4件、15年が解散 1件と解職 2

件、16 年はさらに増加したものと思われる。（請求結果は不明）従来は、膨大な署名数が要

求される都道府県で要件が厳しすぎて事実上不可能という批判が強かったが、これを受けて

平成 14年人口 40万人以上の場合若干の緩和措置が講じられた。しかし、町村ではこのよう

な声は聴かれず、別段問題はない。 

 ⑶ 議会の自主解散 

一方、議会側の都合による自主解散の方法があるが、これは昭和40年に制定された「地方

公共団体の議会の解散に関する特例法」によるもので、解散の議決は議員数の 4分の 3以上

の出席と 5分の 4以上の同意という極度に厳しい要件となっている。この法律は、それ以前

には自主解散の方法がなく、この年東京都議会が議長選挙をめぐる贈収賄事件で与党に大量
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の逮捕者を出しながら身動きが取れず、大規模な戸別訪問によるリコール運動の動きが強ま

ったため、急きょ政府が制定したものであった。これについては、要件の緩和が必要かどう

か検討の余地もありそうだが、今のところ別段問題にする動きはない。 

 

２ 議会の招集権 

 ① 概況 

 地方議会の招集権は、地方自治法第 101 条第 1項により長にあり、また議員定数の 4分の

1 以上が付議事件を示して招集を請求した場合には長は臨時会を招集しなければならないと

している。二元代表制を採るなかで、なぜ招集権が長にだけあって議会の議長にないのか、

本来は議長にあるべきではないかというのがここでの焦点である。 

 ② 沿革 

 現在は地方議会すべてに共通の制度となっているが、沿革的には各レベルで異なった扱い

がされ、しかもそれぞれ制度改正に合わせて二転三転してきた。府県では、府県規則から府

県制に掛けて一貫して府知事県令・府県知事に府県会の 招集権があったが、議員の招集請求

権はずっと認められず、昭和 4年の府県制改正で議案発案権を認めたのと整合性をとって初

めて定数の 3分の 1以上の請求を条件に認められた。また、郡会の方は郡制により郡長に招

集権があるのは同じだが、郡会議員の招集請求権は当初 3分の 1以上の請求を条件に認めた

ものの明治 32年郡制改正で削除された。だが、市会の方は、まずその前身ともいうべき区会

においては区長が議長で招集権を有していたものの、区長に故障あるときは議員中よりその

代理が選ばれていた。ついで、市制では、当初議員中より選ばれた議長に招集権があり、議

員の4分の 1以上による招集請求権も認められたが、明治44年の改正で、市会の活動は開会

中にのみ認められるべきで閉会中の議長の招集行為は不当、また市長が議案の準備・発案を

し、市の行政を常時掌理する地位にあるとの理由により招集権は市長に移し、議員の招集請

求権の要件も 3分の 1以上に引き上げられた。これに対して、町村会の方は市会よりも自治

権が弱く、三新法時期は戸長が議長を務めて招集権を有し、戸長に故障ある場合の代理者を

議員中より選んだが、続く町村制では当初議長に招集権が付与されたものの町村長が議長を

務め、町村長に故障あれば議員ではなく助役が代理となった。ところが、明治44年の町村制

改正で、招集権は町村長に移され、その代わりに町村長に故障ある場合には議員中より代理

者が選ばれることになり、また議員の招集請求権の要件は、市会とともに町村会に発案権あ

るものだけに限られ、3 分の 1 以上に引き上げられた。ただし、この招集請求権は、昭和 4
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年の改正で、予算を除く一切の事件に拡充されたが、昭和21年の改正で定例会と臨時会が区

別されたのに合わせて臨時会だけに限られた。このような沿革の延長線上で、二元代表制を

採用した時点でも長の議会招集権は手つかずのまま地方自治法に引き継がれることになった。

そして地方自治法で一本化されてからも条文の改正はない。 

 ③ 方策 

 三新法に影響を与えたフランスやスペインのように、基礎的自治体の議会の議長が長を兼

ねる場合と違い、二元代表制で執行部と並立する議会の招集権が長にあるというのは不合理

で、町村議会の議長たちも経験上多くが疑問を抱いているようである。そこで、ここでは地

方議会の招集権は定例会・臨時会を問わずすべて議長に 移すことを求めたい。長が自らに不

利な場合、議会の招集に応じないし、極端な場合定例会も招集せず、すべて専決処分で任期

満了まで乗り切ることも可能となるからである。 

 

３ 長の付再議権 

 ① 概況 

 長の付再議権は、地方自治法の第 176 条と 177 条に規定が置かれ、地方議会の議決に対す

る長の側からの再検討要求の仕組みとして機能している。この制度は、一般的付再議権（従

来は一般的拒否権と呼ばれてきた）と特別的付再議権（同様に特別的拒否権）とに分けられ

る。前者は、アメリカの大統領の拒否権制度を参考にしたといわれるが基本的に異なる点が

あり、また後者は、町村制下で当初監督官庁の強制予算として出発したものを、その後その

指揮の下で原案執行権など町村長優位の形で併存させたのであって、強制予算は敗戦後の改

革で廃止されたが、付再議権の方は残り、昭和31年の法改正で権限踰越・法令違反等への知

事や大臣への不服審査前置を復活させて今日に及んでいる。問題なのは、この不服前置と併

せて、特に再議に付す場合の認定について特段の客観的基準があるわけでなく、長の一方的

判断によっている点にあり、これによって議会の再議決後のこれまた長の側に有利な措置と

相まって議会との均衡を欠いているといえる。 

 一般的付再議権は、法第 176 条第 1項に規定され、一事不再議の原則の例外として条例と

予算の議決についてのみ認められる。異議の内容に特段の定めや客観的基準がなく、議決に

瑕疵がなくてもよいが、理由を示す必要があり、再議に付すのは条例・予算の全体だが審議

対象は長の異議ある部分だけで、特定化する必要があり、否決された議案は対象とならない。

再議後の再議決は同一内容についてだけであり、出席議員の 3分の 2以上の同意が必要であ
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り、議長も議決に加われる。この再議決があった場合は、もはや審査請求の道はない。 

 特別的不再議権は、3種もしくは 4種に分けられる。その 1は、法第 176 条第 4 項に規定

されている、議決（長の権限に属する助役の任命議決など）か選挙（議員の失職・資格の決

定など）が権限踰越もしくは法令・会議規則違反と長が 認定した場合、理由を示して再議に

付すか再選挙を行わせるもので、なお再議決の場合には知事に審査を申し立て、その取消裁

定に不服ならば議会も長も出訴できる。 

 その 2は、法第 177条第 1項に規定されている、議決が収支に関し執行不能と認めるとき

の付再議で、法律上は可能でも予算が過大で事実上執行できない施策などが対象となり、長

はその具体的理由を明らかにしなければならないが、同一内容の再議決に対しては長には対

抗手段がない。 

 その 3は、法第 177条第 2項に規定されている、必要な経費の削減か減額に対する付再議

権の行使で、義務的経費（第 1号）と災害応急・復旧費 、感染症予防費（第 2号）とが対象

となり、同一内容の再議決に対して前者は原案執行、後者は原案執行か長への不信任議決と

見なすかの選択ができる。第 1号の義務的経費とは、法令により負担する経費、法律の規定

に基づき当該行政庁の職権により命ずる経費、その他の町村の義務に属する経費とされ、ま

た第 2号の場合の不信任は単純多数決でよいが、緊急性を要する議案だけに時間の掛かる不

信任と解散の手続きは必ずしも適当でない。 

 町村での付再議権の行使は、平成 14 年 11 件、15 年に 19 件とやや増えたが、予算に対す

る一般的付再議権が多い。また、実際にはもっと件数が多くなった可能性があるが、否決確

実の場合は長は議案を撤回し、修正のおそれがあれば議案を出し直すのが一般的で、それで

もなお再議に付すのは不信任を視野に入れていると見られる。 

 ② 沿革 

 付再議権の沿革は、それぞれ異なるので、分けて説明した方がよい。この制度は、旧憲法

下で、本来政治の主体の官吏が、客体にすぎない住民の代表たる議会を信用せず、その行動

の監督をし、予期しない方向へ進まないよう是正措置を確保したものであり、沿革をたどれ

ばその名残がなお強いことが理解できよう。 

  1）一般的付再議権 

一般的付再議権は、昭和 23年の法改正で新設されたもので、他の付再議権と異なり当然町

村制には存在しなかった。旧制度では、古く明治14年の府県会規則改正で、府県会の議決が

認可すべきでないときは内務大臣の指揮を請い、府知事・県令が再議に付すことができると
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あったが、その当時の区町村会法にはなく、府知事・県 令の指揮下での議決執行停止権が規

定されていただけだった。 

昭和 23年法改正で、第 176条の第 1項～第 3項が追加・挿入されて、この制度が新設され

た。現行規定との相違点は、第 1項の「収入支出予算」が「予算」となったこと、第 2項後

段に入っていた長の再議決後の手続き規定が他の条文により統一的に整備されて削除された

ことであった。この新設時の政府提案理由説明では、長は住民に対し直接責任を負い、その

意思を行政に実現しなければならず、議会との意思疎隔の場合、議会には条例・予算の議決

で長の執行を制限できるが、長には違法議決・収支執行 不能・義務費削減等限られた場合だ

け消極的に抵抗できるにすぎず、対立均衡関係が破壊されるおそれがあるのでアメリカの大

統領制を参酌して長に重要事項への拒否権を付与する必要があるとし、必要なし、特別多数

決で長が絶対的なものになるとの反対を押し切った。 

  2）瑕疵ある議決・選挙の付再議権──特別的付再議権その1 

 特別的付再議権の第 1は、法第 176 条第 4項の瑕疵ある議決・選挙に対するもので、町村

制は第 68条第 2項第 1号に、権限を超え、法律命令に背き、公衆の利益を害すると町村長が

認めたとき、その意見によるか監督官庁の指揮により理由を示して執行を停止し再議させ、

改めなければ府県参事会の裁決を求め、裁決に不服あれば行政裁判所に出訴できるとしてい

た。明治 44年の改正で、この条文は第 74条に移され、第 1項に付再議の対象に選挙と会議

規則違反が加えられるとともに、再議に付しても否決される形成が明らかだとか、再議に付

せないなどの特別の理由がある場合には直接府県参事会に裁決が求められるようにし、また

再議に付しても改めないときは郡長に処分が要請できるとした。昭和 4年の改正では、第 74

条は全文改正され、まず公益を害する部分は第74条ノ 2を新設して収支に関し不適当ととも

にそちらに移され、客観性を確保するとの理由で公益を害すの文言の前に「明ニ」が冠せら

れた。また、第 1項但し書で特別の事情ある場合には直ちに府県参事会の裁決が求められ、

執行停止は当然のこととして削除された。昭和18年の改正では、この府県参事会の裁決が手

続き簡素化を理由に知事に改められたが、昭和 21 年改正では、第 1 項や第 2 項、それに第

74条ノ 2の第 1項の各但し書が削除されて直接知事への裁決請求は許されず、必ず再議に付

することとなった。この民主的改革にあたり、政府は時代の変化に目をつぶって国益や行政

救済の方法があることを理由に旧のままを提案したが、衆議院で、特別の理由は抽象的、民

主性・自主性という改正の趣旨に反するなどの意見があり、各派共同提案により修正された。 

 地方自治法では、当初政府原案は、第 176条第 2項に再議決・再選挙で改まらないとき町
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村長の場合は知事の指揮を受けるとか、第 3項に知事が取り消しできるとか、第 4項にこれ

らについて高等裁判所に出訴できるといった規定が置かれ、また第 177 条にも害公益条項の

存続、原案執行、内務大臣への訴願、義務的経費の削除・減額についての強制予算が（第248

条）残されていたが、いずれもＧＨＱの強い反対などで削除された。だが、昭和31年の法改

正で、第 5項の改正と 6～7項追加により旧制度時代の不服審査前置に戻されて今日に及んで

いる。 

  3）収支に関し執行不能の議決の付再議権──特別的付再議権その2 

特別的付再議権の第2は、法第177条第1項の収支に関し執行不能の議決に対するもので、 

明治 44年町村制改正で、第 74条第 5項に害公益条項と一緒に収支不適当と認めたとき再議

に付し、執行を停止し、改めざるときは郡長の処分を請い原案を執行し、町村会は訴願はで

きるとしたが出訴は許されなかった。昭和 4年の改正で、前述のとおり、害公益条項と一緒

に第74条ノ 2として独立したが、第 1項・第 2項各但し書で、再議・再議決を経ずに直接知

事の指揮を請い原案執行ができるとした。だが、これまで収支に関して不適当と広く要件を

認めていたのが町村自治の本義に沿わないので、狭く執行不能と義務的経費・非常な場合の

必要経費とに限定し、これが現行の第 177 条第 2項に引き継がれることになる。その後、昭

和 21年改正では、衆議院の修正により第1項但し書が削除され、町村長の意見か監督官庁の

指揮により理由を示して必ず再議に付することとなった。 

 地方自治法は、衆議院で修正され、当初の政府原案に含まれていた害公益条項を全面削除

し、また知事の指揮を受けるとの文言も削除して、第 177 条第 1項では長の認定だけによる

ことにした。この再議決については、長には対抗手段がないことはすでに指摘したとおりで

ある。 

  4）義務費の削除・減額議決 の付再議権──特別的付再議権その3 

 特別的付再議権の第 3は、法第 177条第 2項第 1号の義務的経費の削除・減額議決に対す

るもので、町村制は当初再議に付さず、第 122 条に「強制予算」の制度を設け、法律勅令に

より負担・当該行政庁の職権により命令の支出を定額予 算に計上せず・臨時予算を承認しな

いか実行しない場合、郡長は理由を示して定額予算に加えるか臨時に支出させるかでき、不

服あれば府県参事会に訴願、行政裁判所に出訴できるとしていた。明治44年の改正で、この

条文は第 143 条に移され、若干の修正が施されたが、これに見合う付再議の規定は置かれな

かった。この付再議権の規定が初めて登場してくるのは昭和 4年の改正で、強制予算のなか

から法令により負担する費用・当該行政庁の職権により 命ずる経費・その他の町村の義務に
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属する費用と、つぎに触れる非常時の経費の削除・減額 とについて害公益や執行不能と同様

の扱いとし、昭和21年の改正も同じであった。 

 地方自治法は、第 177 条第 2項第 1号でこの義務的経費削減・ 減額の付再議についての規

定を置き、再度同一議決の場合の原案執行を認めたが、以後改正はない。ただし、このとき

の政府原案は旧制度を踏襲して、監督官庁の指揮に基づく原案執行と、第 248 条に強制予算

の制度を置こうとしたが、ＧＨＱの反対があり、どちらも衆議院で修正削除された。 

  5）非常災害対策感染予防費削除減額議決の付再議権──特別的付再議権その4 

 特別的付再議権の第 4は、法第 177条第 2項第 2号の災害応急・復旧費と感染予防費の削

除・減額議決に対するもので、義務的経費と同じく昭和 4 年の町村制改正で独立した第 74

条ノ 2に初登場、その後の歩みも同じで、地方自治法に引き継がれた。ただし、再度同一議

決の場合は、現案執行のほか長への不信任議決とみなして議会の解散ができる点に特色があ

る。 

 ③ 方策 

 付再議権については、議会に対する長の優位性が強すぎるとの懸念が拭えず、町村議会活

性化のためにもその是正が強く望まれる。 

 まず、一般的付再議権は、その導入時に政府が前述の提案理由でアメリカ合衆国の大統領

制の拒否権を参考にしたとの説明があったが、明らかに同列には論じられない。アメリカの

場合は、すべて議員立法で、年々おびただしい数の議案が提出されるが、多くは選挙区への

利益誘導を目的とした目に余るもので、それが議員同士の連携で可決されたのを大統領が拒

否権により葬り去ることになる。ずば抜けて多くの拒否権を発動したローズベルトは 700 を

超えたが、両院の 3分の 2の特別多数決で乗り越えられたのはわずか数件にすぎなかった。

これに対して日本の自治体では、議案はほとんどが長の提案であり、それが修正されたり、

議員提案の議案が可決された場合、再議に付すわけで、アメリカとは事情が全く違う。日本

では、非があるのは往々にして長の提案の方であり、議員の側はそれを再議に付された場合、

あえて特別多数決で葬るか、それとも放置して時間の経過で原案執行を長に許すか、苦渋の

決断を迫られることになる。このような場合、長に有利な特別多数決は適当でなく、単純多

数決に改めることを検討すべきで、それにより長に緊張感を持たせることにもなろう。また、

付再議は議決に瑕疵がなくても可能で、長の意思や政治的判断という一方的認定に委ねられ

ているが、これも長の立場の尊重しすぎで、認定にかなり問題があっても特別多数決で守ら

れることになり、いま少し客観的基準の採用を考慮する必要があろう。さらに、議員提案の
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議案は否決されたら消滅するが、長の提出議案は否決されても残って再議に付されるという

点で不公平ということができ、付再議の制度自体に疑問がある。 

 つぎに、特別的付再議権については、瑕疵ある議決・ 選挙の場合、昭和 31年の法改正で、

知事への審査の申立てが出訴に前置されたため、他への影響を考慮すると知事相手の審査に

は躊躇することが多く、制度が十分に活用されていないので、これを元に戻して議会と長と

の自主的解決に任せるべきである。 

 

４ 専決処分 

 ① 概況 

 長の専決処分については、法第 179 条と 180 条に規定が置かれ、何らかの理由で議会が開

けず、議会の議決・決定すべき事件についてその実施が迫られている法定委任的専決処分と、

事件が軽易で議会の議決により委任を受けている任意的専決処分とに分けて要件・手続きが

示されている。町村でも、件数が年々増加の傾向にあり、年平均7～8件になっている。これ

については、第1次報告でも、特に要件の 99％を占めていた「暇なし」が、交通・通信手段

の発達した時代には通用せず、先例・慣行を理由に安易 に利用されすぎているので、長の判

断基準をもっと客観的に明確にさせて真にやむをえないものに限定し、可能な限り急施事件

として臨時会を招集すること、事後に不承認の場合効力に影響はなくても将来効を失わせ、

再提案を義務付けることを提言した。 

 法第 179 条は、通常の議決・決定事件につ いて、議会不成立、除斥等による定足数欠如、

招集する暇なし、議決事件を議決せずの場合に専決でき、つぎの議会で報告し承認を求めな

ければならないと規定している。また、第 180 条は、議会の権限中軽易な事項で議会の議決

により特に指定したものについて専決でき、つぎの議会で報告すると定めている。専決処分

については、依然として第 1次報告の提言が妥当するが、さらに若干の追加提言をしておき

たい。 

 ② 沿革 

専決処分は、明治10年代に自由民権で高揚する府県会が府知事・県令と対立し、しばしば

議案を議定しなかったところから、同 14年に府県会規則を改正して、第 33条第 2項に府知

事・県令が内務卿に具状・認可を得て再議に付さずに直 ちに施行できることにしたのが始ま

りである。この規則は、翌 15年さらに改正され、第 2項に、会期 30日以内と制限されたの

に対応して会期内に議了しないときの文言が挿入されるとともに、第 1項に規定されている
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会議の論説が国の安寧を害し、法律規則を犯すとき、新たに第 4項が追加されて内務卿は府

県会を停会し、開会までの間府知事・県令は内務卿の認 可を得て予算を施行できることにな

った。同様の措置は区町村会法でも採られ、明治17年の全部改正で、府知事・県令は区町村

会の議事が治安を害し法に背くと認めるときは停止・解 散・改選できる（第 6条）、開会・改

選までの間区・戸長は経費の支出徴収方法を定め府知事 ・県令の認可を得て施行できる（第

7条）、議員が選挙をせず、議員が招集に応じず、議定議案を議定せず、会期内に議了しない

ときも同様（第8条）とした。 

 市制は、市会ではなく市参事会を招集する暇がないときの市長の専決処分を定めたが（第

68 条）、町村制は、町村会が除斥で定数欠如（第 45 条）、議決事件を議決せず（第 123 条）、

内務大臣による解散で改選までの間（第124条）、郡参事会の代議決だけを認めた。専決処分

が認められたのは明治 44年の改正で、まず第 75条に、町村会不成立・除斥で定数欠如、議

決事件議決せず、決定事件決定しない場合、町村長は郡長の指揮を請い処置できるとし、次

回の町村会での報告が求められた。つぎに、第 76条で、議決・決定事件が臨時急施を要し、

町村会不成立か招集の暇がない場合、町村長は専決してやはり次回の会議での報告が求めら

れた。なお、第 75条のうち決定事件の処置と第 76条の専決処分については訴願か訴訟が提

起できた。このうち、専決処分については郡長の指揮を待っていては町村に不利を招き住民

の福祉を阻害するので認めるが、議決期間の権限を奪い、執行機関の権限とするものなので、

濫用は議決機関を無視し弊害が広く及ぶので適用は最も深思考慮を要すると解説されていた。

昭和 4年の改正では、第 76条ノ 2が新設され、町村会の権限に属する事項の一部はその議決

により町村長が専決処分できることになった。昭和 21年の改正では、第 75条については衆

議院の修正で報告だけでなく承認も必要となり、このとき政府は従来どおり報告のみにとど

める原案を提出したが、報告だけでは議決機関を無視、議会の回数も増えて専決処分自体が

不要との意見が出され、政府は議会が不信任議決で対抗でき、緊急事態への対応措置として

必要と答弁していた。 

 地方自治法は、第 179 条、180 条ともに制定時に前述のとおりの規定を設け、その後改正

は行われていない。ただし、制定時にはともに政府原案に対してＧＨＱから是正要求が出て

修正が加えられた。第 179 条については、原案に依然として知事の指揮を請いの文言を入れ

ていたのをＧＨＱが削除を要求、政府は拒否したが、衆議院で議論が集中、削除となり、貴

族院も了承した。一方、第 180 条については、ＧＨＱは原案段階で議会の議決による委任に

よる専決処分の廃止を要求したが、政府は原案どおりを提出、ＧＨＱの再要求で衆議院では 
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各派共同修正により委任によるを削除、さらに貴族院では軽易な事件に限定し、報告を求め

る修正を行った。 

 ③ 方策 

 専決処分については、区町村会法以来の監督官庁による代理議決やその指揮下での行使は

廃止され、町村長の自主性が確立しているが、議会の議決機関としての任務を制約するだけ

に問題も多い。第 1に、法定委任的専決処分の場合は、特にそのほとんどを占める議会を招

集する暇なしの理由は、第 1次報告も指摘したとおり濫用などの課題があり、引き続き改善

を要する。もはや現状では通常の町村議会では緊急の場合即日臨時会開催も不可能ではなく、

もともとこの要件は自由裁量ではなく客観性が必要とされ、判断を誤れば違法として処分さ

れるわけだから、この際この「招集の暇なし」の要件を削除すべきである。ただし、後述の

通年議会の開催がもし可能となれば、専決処分の必要性は大幅に減ることが期待できよう。 

 第 2に、法定委任的専決処分が不承認となった場合、第 1次報告では将来効を失わせて改

めて提案させる提言をしたが、内容が重要であれば町村長の辞職を求めるか不信任議決をす

ることも視野に入れてよい。 

 一方、任意的専決処分については、その要件の軽易かどうかの認定権は長ではなく議会に

あり、恣意的ではないのに、先例等を理由に安易に流れ、結果として議会の責任放棄につな

がりかねないので、十分留意する必要がある。議会での承認は不要だが、せめて議案所管の

委員会で事後審査を行ったらどうか。 

 

５ 予算を伴う議案 

 議会と長の関係でいま一つ問題になるのが、予算を伴う議案の扱いである。これについて

は、議会の発案権は、予算の場合よりもっと弾力的に考えるべきであろう。法第 222 条第 1

項には、長が新たに予算を伴う発案をする場合、必要な予算上の措置が的確に講じられるま

では提出してはならないとされているが、議員にはこのような制限はなく、行政実例でこの

趣旨の尊重をうたっているにすぎない。したがって、議員提案の場合は、拘束されないし、

また仮に拘束されるおそれがあっても、款項に 1円でも計上してあればその増額修正は可能

となる。 

 また、予算を伴う議案の提出が許されないとなれば、特例債を伴う市町村合併の議員提案

は認められないことになろうし、マスタープランの議決により関連条例が議決されて予算措

置を講ずることもできなくなる。だが反対に、採択された請願・陳情についてすべて実現せ
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よとなると、予算の分捕り合戦が起こるので、採択は予算との兼合いで慎重にならざるをえ

なくなろう。 

 

６ 附属機関等への参画 

 議会と長の対立・並立を前提とする二元代表制の下で は、長の指揮下にある各種審議会等

付属機関に議員が委員として参加する慣行があるが問題であり、原則としてやめるべきで、

第 1次報告でもそのように提言した。長の側から見れば、議案提出に先立って議員の了解を

取り付けられ、無難であり、議員の側にも個人としての限界から情報・資料の入手が容易と

の意識がある。だが、これにより議案の審議に遠慮が働き、修正等の提案がしにくくなるの

は否めず、現状ではすでに 3割の町村で、法定参加以外は取りやめ、また県の議長会全体で

徹底を図っている例も見られる。情報・資料の入手は、 参加した議員だけでなく全員により

共有されるためには、町村長に本会議で報告を求める方がよい。 

 それと関連して、法定参加についても全面的に見直し、必要最小限まで縮小を図るべきあ

る。早く実施されていたものには、二元代表制の前提に余り考慮を払わずに制度化されたも

のもあるだろうし、時代の変化に合わなくなったものもありそうだからである。 

 

７ 執行権への不当な関与の禁止 

 議会と長の関係において、日本の自治体では、これまでの経緯から議会・議員の側に強く

自制を促さなければならない慣行がある。明治の初め以来、国とその指揮下にある長が、権

力の主体として、自治体全体のために政策・予算の実質 的決定権を有し、一方議会は帝国議

会さえ立法権は持たず立法への協賛権だけであり、まして地方議会は、権力の客体としての

住民の代表として、税を負担する見返りに許された限定付きの議案への形式的議決権だけし

か認められなかった。このため、地方議員の役割は、前述の議会の根源的 3機能を担うこと

にはなく、地元住民のための部分的な利益誘導にあり、そのために本来は執行部の役割であ

る土木事業などのカ所付け、執行部人事、ときには汚職にまで発展しかねない各種契約への

介入などに力を入れなければならなかった。住民の議員への評価は、全体の代表としての議

員でなく、地元への利益誘導の実績で行われてきたからである。こうして、やるべきことは

やらず、やってはならないことをやる、あるいは議会が決めて行政が執行するという建前と

は逆に行政が決めて議会が執行するということになり、それに有利な議長や土木委員などの

役職の奪い合いや執行部との馴合いも生まれ、ひいては執行部へのチェック機能が阻害され
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るに至った。 

 主権在民の日本国憲法とそれに基づく地方自治法の施行により、国民＝住民は権力の主体

に変わり、これまでの状況は 180 度転換するはずであったが、同時に行政機能の拡大強化の

時代を迎え、議会の権能が大きく制約されたため、従来の傾向は改まらなかった。だが、よ

うやく本格的な地方自治確立に向かう分権時代を迎えて、議会は全体への奉仕者として本来

の 3機能に集中して自制すべき点は厳しく戒め、また住民にもその点での自覚を求める必要

があろう。 
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Ⅳ 町村議会の組織と運営 

 分権時代を迎えて町村議会の組織もその運営もその役割の増大に対応できるよう、さまざ

まな改善が図られるべきである。まず、本会議では、現在長が有する議会招集権を議長に移

す問題を初め、定例会の回数制限の撤廃に合わせてそのあり方や臨時会との関係の見直し、

本会議場での質疑・討論や一般質問のあり方の改善、そ のための議場のレイアウトの工夫、

公開を促進し住民の議会への関心・理解を深め、参加を 促進するための方策等が検討対象と

なろう。また、委員会の運営についても、委員外議員の討議参加、所管事務調査の改善、住

民への公開・参加の促進など、検討課題が考えられる。 

 

１ 本会議 

 ⑴ 会議の種類・回数・会期 

  ① 概況 

 地方議会の本会議については、地方自治法第 102 条第 1項で定例会と臨時会の 2種とし、

第 2項では定例会を最近まで 4回以内と制限していたがこの制限は外されて弾力的に運用で

きるようになり、第 3項では臨時会は事件を限って開けるとし、会期・延長・開閉は議会の

議決事項と規定している。また第 119 条では会期中に議決に至らなかった事件は後会に継続

しない旨定めている。 

  ② 沿革 

 三新法以来の沿革をたどると、これらについては地方自治法で統一されるまで地方議会の

レベルごとに多様で、しかも二転三転していた。町村会は、まず区町村会法では通常会と臨

時会に分けられ、通常会は年1回（一部 2回もあった）開催時期はまちまちだった。ついで、

町村制では会議の区別はなくなり、必要あるつど開け、会期も自由だったが、明治44年の町

村制改正で会期を定めることになり、延長はできないと解されていた。だが、昭和 4年の町

村制改正で、市会とともに会期の延長が何度でもできるようになり、昭和21年の町村制改正

で現行法と同じく定例会と臨時会が区別され、ただし定例会は年 6回以上、会期・延長・開

閉も会議規則中に規定されることになった。この間、市会は、昭和18年の改正で、政争によ

り「万年市会」と呼ばれる長期の会期を阻止するために、通常会は20日、臨時会は 5日の会

期が定められた点だけが町村会と異なる。一方、府県会の方は市町村会とかなり異なる歩み

を見せた。まず、府県会規則では、通常会は年 1回 3月開催、臨時会は議案限定としたが、

自由民権の激しい抵抗で通常会は 100日、150日と長引いたため、明治 15年の改正で通常会
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は年 1回 30日以内、延会は認めず、臨時会は 7日以内と制限され、府県制もそれを踏襲、た

だし延会だけは昭和 4年の府県制改正で 3日だけ認めた。 

  ③ 方策 

 会議の種類等では、招集権のほか幾つかの検討課題や改革意見が見られ、それぞれ検討を

要する。 

 第 1は、定例会の回数制限の撤廃で、臨時会をなくして定例会を増やしたらどうかとの提

案で、自主性自律性向上の意義はあるが、現状のままで別段支障はないとの反対意見もあり、

長所短所をさらに具体例に即して比較検討すべきであろう。 

 第 2は、町村議会を通年開催とし、必要に応じて本会議を開くという提案で、これは世界

の趨勢に見合っており、定例会・臨時会の区別も不要と なり、招集権の帰属をめぐる問題も

解決するという利点を指摘する。だが、反面、定例会の節目がなくなり、緊張感が失われる

とか、他に職を持つ議員の場合夜間開催しか応じられないのではといった慎重論もあり、こ

れも長短の比較検討を要する。 

 第 3に、旧制度時代のように議員相互の自由討議を本会議で実施せよとの提案もあり、一

部の先進的な市議会で毎年 1回定例会の議事終了後市長と議員との間で政策論議を展開して

いる事例などを参考に、実現の工夫をすべきであろう。 

 第 4に、議会での討論を活発化するために、臨時会でも緊急質問だけでなく一般質問を認

めよとの意見もあり、考慮に値する。 

 ⑵ 議場の型 

 本会議の討議を活発化させるために、第 1次報告では、地方自治法施行後に建て替えられ

た現存町村庁舎について、議員が長に対して質疑や討論を行う場合、執行部を背にして同僚

議員の方を向いて発言しているのは不自然で、セレモニー化を強めているから対面式に改め

るよう提言した。これを受けて、特に定数削減で余った議席を活用して発言台とするなどの

工夫を凝らしたところが増えてきている。イギリス型の国会議場では、与党と野党とが向き

合って座り、横にいる議長の司会の下で自席に着いたままじっくりと討論を進められるよう

な対面式が採用されているが、日本の国会ではフランス型の半円形に議席が配置され、討論

の際は壇上に上って議員に向き合い、執行部を背に発言する方式を採ってきていて、地方議

会もこれに従ってきた。これでは議員同士の討論はもとより執行部との討論にも不自然で、

まして議員数の著しく少ない町村議会ではイギリス型の議場の法が適しているといえる。し

たがって、今後もいろいろ工夫を凝らしながらこのような改良を一層進めるべきであろう。 



 

50 

 ⑶ 質問・質疑 

 同様に、第 1次報告では、町村議会活性化の一方策として、質疑・討論の活発化のため、

本会議での一般質問を含めて一括質疑・一括答弁、質疑 は原則 3回までの制限に代わり委員

会同様の一問一答方式への切替え、議長の発言許可の弾力的運用、本会議での意見表明規制

の撤廃、議員同士の討論 1回の制限撤廃、長の議員への質疑・反問や議員対長の討論の禁止

解除などを提案した。これらの制約は、無制限では議事妨害の可能性、議長の裁量による不

公平な扱いのおそれ、長すぎて他の議員の反発を招く、議員同士の討論の回数を増やせば感

情的になったり誹謗中傷にわたったりしかねないといった、どちらかというと議場秩序維持

を強く意識しすぎたもので、その後一問一答方式の採用だけは、町村議会では一般質問で

26％、議案質疑で 16％まで増えたもののなお少なく、依然として活性化阻害要因として前回

の提案の方向での改善が望まれる。実地調査の結果では 3回以上の質疑の必要性はないし、

必要とあれば議長も弾力的に運用していて、一部では関連質問も認められているから問題は

ないとの回答が多かったが、中身の濃い質問であればもっと多くの回数が必要となるはずで

あり、今後議員提案の議案が増えるとなればなおさらである。また、議場での討論は、本来

議論を重ねるなかから誰もが次善策として満足できる妥協点を見出すことに価値があるはず

だから、1回だけのいいっぱなしを「討論」と呼ぶ慣行は改められるべきであろう。 

 ⑷ 先例・慣例 

 各町村議会には、それぞれ長年の運営をとおして積み重ねてきた先例や慣例が存在する。

これらの多くは、永続性を必要とする組織として、長期の安定性、議員の行動に当たっての

指針としての予測可能性、あるいは対等同格の議員にとって不可欠の平等性などを確保する

観点から、今後も尊重されるべきであるが、他面その活用いかんでは新たな議会改革・活性

化を阻害する方向で作用するおそれもある。 

 また、なかには、法令や条例と抵触する違法の慣例がまかりとおっていると思われるもの

も見受けられる。例えば、議案提案に先立っての全員協議会での事前説明会などは、旧町村

会時代の名残りともいうべき事前協議になりかねず、明らかに現行法下では許されないから、

ほとんどの地方議会では昭和30年ごろまでに廃止されていた。また、別段違法性の疑いはな

くても、議会の招集権が長にあってもこの方が慣れているからよいとか、予算等は年度別を

採るのに、議会の開催回数は暦年にしていて、年度別の方が便利でも変えられないとか、先

例・慣例にこだわる姿勢が強い。そのほか、改善・改革 した方がよいと思われる提案に対し

ても同様である。 
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 したがって、まず必要不可欠な先例・慣例については 、他のレベルでは普及している先例

集・慣例集を活字にしてマニュアルとして議員に配付し 、特に新人議員に一日も早く議会運

営に慣れられるよう配慮すべきである。その場合、議会の総務関係常任委員会で定期的にマ

ニュアルを検証するとともに、変更に対応できるよう時宜に応じて編集し直す必要があるこ

とはいうまでもない。 

 つぎに、その見直しに当たっては、法令や条例に抵触するおそれがある先例・慣例につい

ては、その必要性の有無を確認し、不要なものは廃止するとともに、必要なものは合法化の

工夫をすべきである。 

 さらに、議会運営に際しては、先例・慣例が改革・活 性化の妨害にならないように配慮す

るのが望ましい。 

 ⑸ 会議規則 

各町村議会には、会議規則と委員会条例とが併存し、本則の本会議は規則にすぎないの 

に、その内部機関にすぎない委員会の方が規則より上位の条例によっていることについて逆

ではないかとの疑念が表明されている。このため、一部の市議会あたりでは、会議規則のな

かから重要な条項を抜き出して議会条例を制定するところも現れた。だが、このような条例

を設けても、委員会条例と抵触する部分については、委員会条例の方が特別法であり、かつ

法定であるから一般法の議会条例よりは優位すると考えられる。この場合、委員会条例が議

会条例に「基づいて」制定されるとすれば問題がないように見えるが、委員会条例はすでに

地方自治法に「基づいて」制定されているのでこれは不可能であろう。 

 だが、このような一般論を離れて、実際に制定されている両者を比較検討してみると、こ

の心配は無用に思われる。地方自治法第 109 条は、委員会が条例で置けること、1 議員 1 個

であること、部門に属する調査と議案・陳情の審査が任 務であること、その他公聴会・参考

人・閉会中の審査について規定しているが、標準会議規 則の方は第 7章で委員会の組織には

触れておらず、運営にとどめているので、両者の競合のおそれはない。 

一方、標準委員会条例は、設置・構成・委員の選任・正副委員長・委員長の役割のほか、

運営について招集・定足数・表決・除斥・傍聴・秘密会 ・出席説明の要求・秩序維持・公聴

会・参考人・記録の各条文を示しているが、補足として 会議規則との関連について「この条

例に定めるもののほか委員会に関しては会議規則の定めるところによる」と明記しており、

やはり両者の抵触の懸念は生じない。地方自治法制定時から委員会を条例事項としたのは、

法律によらずに条例で自由にとの趣旨であったと解される。したがって、会議規則を条例化
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しなければならない積極的要請は見当たらないのではないか。 

 ⑹ 傍聴 

  ① 概況 

 議会の傍聴は、議員を選挙した住民の当然の権利であり、活性化の観点からも大いに奨励

されるべきであり、現に従来認められなかった委員会や全員協議会の傍聴を認める町村議会

も多くなっている。ところが、法第 130 条は、旧制度から引き継いだ議場の秩序維持の観点

からの取締りだけしか規定しておらず、それに基づき傍聴人取締規則が作られ、主権者であ

る住民を「取り締まる」条例が議場の入口に麗々しく掲げられたりしていた。住民の指摘が

あってもなかなか条例は改められず、早いところでようやく昭和50年代半ばに「取締」の文

言が削除されるようになった。 

  ② 沿革 

 傍聴人取締規定は、日本で議会が発足して間もなくの三新法の時期から設けられ、府県会

規則は明治 11年、区町村会法も 13年の制定当初から、当時は議員も傍聴人も区別なく、秩

序を乱せば場外に退去を命じ、強暴な者は警察官に処分を要求できるとした。アメリカの開

拓者たちが仕事を終えて夜広場に集まり、これら衆人環視のうちにヤジなどが飛び交うなか

で議会が持たれたのとは違い、自由民権高揚のなかで議場は「神聖」と称して服装や所持品

まで細かく規制した伝統が、その後長い歴史を経て地方自治法にもそのまま引き継がれたの

であった。 

町村制は、第 48条で、議長の一般的権限として、議員に対しては議場の秩序を保持すると

のみ規定しただけだったが、傍聴人については、公然と賛否を表明する者・喧噪を起こす者

には退去させることができるとした。2 年後に制定された府県制では議場掛として警察官を

配置したのとは対照的だった。明治 44年の改正では、現行法のように、第 55条の議場の秩

序維持とは別に、第 56条に傍聴人が公然と可否を表し、喧噪にわたり、その他会議を妨害す

るときは、議長が制止し、聞かなければ退場を命じ、必要なら警察官の処分を求められると 

規定、さらに第 59条で町村会は傍聴人取締規則の制定を義務付けられたが、以後改正はなか

った。地方自治法は、ほぼこの規定を踏襲したが、ただし町村会が制定するとあったのを議

長に改めた。 

  ③ 方策 

 まず、現行法の取締りに重点を置いた規定を、公開される議会の各種会議を傍聴する住民

の権利を最大限に尊重し、もっといかに傍聴人を増やすかに力点を移してそのなかに秩序維
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持の規定を位置付けるよう、全面的に改めるべきである。 

 つぎに、各町村の規則も、その趣旨に添って改正し、少なくとも「取締」の文言を残して

いるところは即刻削除する必要がある。 

 

２ 委員会  

 ① 概説 

常任委員会制度を採用した地方自治法下の地方議会においては、委員会はその根幹をなす

ものである。法第 109条は、常任委員会について条例設置（第1項）、1人 1個・ 任期中在任

（第 2項）、事務調査、議案・陳情等審査（第 3項）、公聴会（第 4項）、参考人（第 5項）、

閉会中の付議事件審査（第 6項）、第 109条の 2（平成 3年法改正で挿入）は、議会運営委員

会について 109 条同様の条文のほか議会運営、会議規則・委員会条例、議長の諮問事項の 3

項目の調査、第 110 条は、特別委員会について議会の選任・付議事件審査中在任を除きやは

り同様条文規定、第 111 条は、これら 3か条のほか委員会についての必要事項は条例で定め

るとの規定を置いている。  

 ② 沿革 

 委員会制度は、地方自治法により創設されたものであり、本会議中心の読会制を採ってい

た旧町村制にはもちろん規定はない。ただ、当初は府県会で制定された会議規則により設け

られた委員会で議案の予備審査が行われ、さらに昭和 4年の改正で委員会の事前審査が義務

付けられるとともに市町村会会議規則の準則が示されて付託された議案の調査・修正が可能

となっていた。 

地方自治法は、当初委員の任期を議員在任の4年と想定したが、翌昭和23年の改正で条例

による特別の定めで短縮が可能となり、31年改正ではそれまで制限のなかった委員会の数を

町村は 4 個までと限定、このため事務の部門ごとの設置という規定を削除するとともに、1

人 1委員会制を採用した。このため、町村では定数の激減もあって、大半が 3もしくは 2委

員会となり、全議員による 1委員会や常任委員会を持たないところも出てきた。その後、常

任委員会の数の制限は、平成 12年の法改正で削除されたが、町村では事実上増やすことは不

可能の状態にある。 

 ③ 方策 

 ところで、委員会制度、とりわけ常任委員会制度については、町村議会の現状とも絡んで

これまでもさまざまな批判や改革意見が示され、検討すべき課題も少なくない。まず、制度
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上の問題から指摘する。 

  1）常任委員会 

 まず常任委員会については、第 1 に、1 人 1 委員会の制約を外す必要がある。この制約が

なくなれば、常任委員会が増やせるし、また 1委員会ごとの委員数も増やせて専門性を高め

ることもできるし、委員数が少ないため1人でも欠席すると正副委員長のほか 2～3人しかい

ないという会議の態をなさない状態も解消できよう。さらに、これまで常任委員会への分割

付託か特別委員会設置によってきた予算審査について、国会同様に常設の予算常任委員会に

任せてより充実した審議をすることも可能になろう。特別委員会では議決したら終わりとな

るが、常設の常任委員会ならばその後の予算の執行や契約締結の状況などへのチェック機能

も働き、所管事務調査として実地調査も可能になる。ただし、その場合、決算特別委員会や

他の常任委員会との競合を回避する配慮が必要となろう。そのほか、特別委員会の数を減ら

せるとか、本来は望ましくない議長の委員会所属もやめられるといった効用も考えられる。

ただし、常任委員会の数が多くなると、事務局の職員が2～3人という現状では、同時開催が

できず、記録も取れないとか、執行部の対応も大変であるといったデメリットの指摘がある。 

 第 2に、議長を常任委員会所属からできるだけ外す必要がある。建前上は公正中立を保つ

ためにいずれの委員会にも属すべきでないとされているが、町村議会では定数が少ないため、

議長の 8割が入っている。議長としての役割よりも議員としての比重が大きいからといわれ

ているが、決して好ましいことではなく、それに議長は職権でいずれの委員会にも随時出席

可能なのだから必要性もない。また、議員数が少ないという根拠についていえば、その解消

のためにも 1人 1委員会の制約は外されなければならない。 

第 3に、これも各委員会共通の課題だが、本会議だけでなく委員会にも、その要請に応じ

て執行機関の長の資料提供や出席を義務付ける法的措置を講ずるべきである。そうでないと、

拒否された場合審査に支障を来し、十分な対応ができないおそれがあるからである。 

 第 4に、委員長への表決権付与について検討を要する。現行制度では、本会議での議長の

表決権は通常の過半数議決では認められていないが、特別多数議決のときだけは認められて

いる。委員会では、特別多数議決はないが、本会議と委員会での表決に関する整合性を図る

必要性がないかどうかである。 

 第 5に、現在法第 112 条で議員にだけ認められている議案提出権を、この条文を改正して

委員会にも認めよとの意見があり、全国町村議会議長会も他の議長会と共同歩調をとって提

案したことがあるが、その必要性について一応検討する余地はあろう。ただ、国会で認めら
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れているこの制度は全会一致を要件にしており、地方議会は少数意見を尊重している点でも、

また最近の改正で町村議会では事実上 1人でも提案できるようになったところからも、その

必要性は乏しいように思われる。 

  2）特別委員会 

 つぎに、特別委員会の制度上の問題として、常任委員会の 1人 1委員会の就任制限撤廃が

実現すれば、それとの絡みで特別委員会のあり方も変える必要が生じよう。特別委員会は、

本来の使われ方以外に、常任委員会の数の制限があってそれをカバーするために設置される

事例も見受けられたが、この制限は撤廃されたものの定数削減の影響で常任委員会への振替

えは進んでいない。だが、就任制限撤廃により常任委員会の数が増やせれば、特別委員会は、

議員の資格決定・懲罰などの準司法的事項のほか、特別 の専門調査で時間を掛けなければな

らないものとか審査事項が2以上の常任委員会にまたがるものだけに限定できよう。 

  3）議会運営委員会 

 さらに、議会運営委員会の制度上の問題として、議長の構成員としての参加も、別段法定

するには及ばないが、自発的に遠慮すべきである。現状では、常任委員会と異なり全体とし

ては 1割に満たないが、議会運営委員会の場合は法定の所掌事務の一つに議長の諮問事項が

あって議長の参加には疑問が残り、運営上も権威付けとなって影響が大きく、活性化の妨げ

になることが懸念されるからである。また、町村議会の場合は、議会運営委員会は、ほとん

ど会派が存在しないためその代表による構成が採れず、正副常任委員長などが委員となって

いるため、本会議に諮る前の違法な事前審査になりかねないおそれがあり、通常最大会派か

ら議長が選出される他のレベルの地方議会と違って議長と議会運営委員会が対立する事例さ

え見受けられ、議会運営委員会設置の趣旨に逆行することのないよう留意する必要がある。 

  4）読会制 

 最後に、第 1次報告でも示唆されたとおり、少なくとも常任委員会制度の必要性について

検討の余地があろう。まして、当時から見るとさらに大きく減って、議員定数はどこも最低

限に近づいていて、なかには委員会制度を採らなくなったところもわずかながら出てきてい

る状況にある。常任委員会制度は、本来アメリカでおびただしい数に上る議員立法を専門的

に迅速に処理するために生まれたものであり、せいぜい十数人の町村議会ではじっくりと議

案を審議するには本会議で読会を重ねる方が優れているといえる。 

 つぎに、委員会の運営面についての活性化方策として以下の3点を挙げておく。 

 委員会には、常任委員会、特別委員会、議会運営委員会の 3種があるが、その運営上の改
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善策について共通点を指摘する。 

 第 1に、町村議会の場合、一般に党派的な会派制を採っていないため、個々の議員には所

属外の委員会での審議状況が伝わらないという欠陥があり、その改善策が求められる。ただ

し、この欠陥を克服するための方策はいろいろ試みられており、情報交換により参考にすべ

きである。その一つは、委員外議員の傍聴許可で、進んだところでは表決には加われないが、

自由な発言も許している。また、これと似た形が連合審査の活用で、やはり主たる委員会の

委員以外は表決権がない。そこで、会議規則にはないが、合同調査の方法で平等に表決権を

与えているところもある。ともあれ、事務事業の相互関連の深まるなかで縦割りの弊害を解

消して総合性を発揮する必要性はますます高まろう。 

 第 2に、所管事務調査の改善が図られるべきである。この制度の長所は、書面審査だけで

なく実地調査が行えるところにあり、とりわけ今後重要性の増す議会の政策調査・立案能力

の強化に重要な役割を果たすことが期待される。沿革的には、旧町村制は、当初町村会に書

面だけの調査しか認めなかったが、明治 44 年改正で実地調査が認められた。だが、昭和 18

年改正で戦時期の簡素化を理由に再び書面だけに限定、その後21年改正では実地調査権は新

設の監査委員に付与されたが、地方自治法で委員会制が採用されて委員会が実地調査を含む

所管事務調査を実施できるようになった。 

ただ、この制度が閉会中の海外視察に利用され、なかに問題となる事例もあったりしたと

ころから誤解を受けているが、分権時代に議会の調査・ 立案機能を強化するためには有効に

活用される必要がある。ところで、この調査には、本会議の議決で委員会に権限が付与され、

その調査結果を本会議で報告が義務けられているものと、委員会独自の判断で委員派遣を実

施して報告を要しないものとがあるが、後者についても報告をまとめて具体的な改善策・対

応策を本会議で提言するところが町村議会でも 7割に達している。これからはすべてきちん

とした報告に委員自身が取りまとめ、本会議で報告し、議員全体の共有する情報にするとと

もに、それにより議会報を通じて住民への情報提供にも役立てるべきである。 

第 3に、常任委員会の公開は、時代の趨勢であるにもかかわらず、傍聴は委員長の許可要

件となっているため、なお町村議会では半数にとどまっているが、委員会の審議の質を高め

るためにも原則公開として必要な条件整備を至急進める。また、すでに一部で試みられてい

る有線放送やインターネット中継などの利用、会議録の公開にも積極的に取り組むべきであ

る。それと関連して、事務局体制の不備もあって今のところ記録作成のための要点筆記にと

どまる委員会の会議録を、本会議並みに整えるのは無理としてももう少し詳しいものにする
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必要があろう。さらに、できればアメリカの地方議会では当たり前といわれる議会審議への

住民の参加を、実験的に行ってみるところが出るのを期待したい。 

 

３ 全員協議会 

 ① 概説 

 全員協議会は、法的な根拠のない事実上の会議で、議長により招集され、町村議会におい

てもその必要性は大きいが、従来その弊害も指摘されてきた。全国町村議会議長会編集の図

書『議員必携』では、これを①本会議関連、②自主的意見調整、③町村長が行財政上の重要

問題について意見聴取の 3通りに分けている。①は、本会議の審議過程で議員相互や執行部

との意見調整により議事の円滑な進行を図るものだが、一般的に非公開で質疑や意見が会議

録に記載されないため密室協議の批判を受けやすく、その点の改善が望まれる。ただし、町

村議会においてはすでに4分の 1が傍聴や会議録公開を認めている。②は、議会自体の人事・

行事・運営・活動についての協議、懸案の上程が予想さ れる場合の議会内部の意見調整のた

めのもので、常任委員会の縦割りの弊害を薄めるとか、委員しか知らない議会運営委員会の

結果を議員全員に報告して本会議に臨むといった効用があり、別段問題はない。一方、③は、

議案上程がないため本会議では議題にできず、ときには開発行政など対外折衝に関連して秘

密を要するものもあるが、問題なのは提案予定の案件について事前協議的説明を行う場合で

ある。これは、本会議中心の読会制を採っていた旧町村制の時代の名残で、議会と長が並立

する現行二元代表制の原理にもとり、また本会議の審議を形骸化・セレモニー化させる原因

ともなっているので、厳に慎むべきであろう。 

 ② 方策 

 全員協議会は、法制度上はまったくの非公式なものであるが、実態は公的施設を使用し、

会議の準備も議会事務局が行うなど公的なものといえる。公式なものにすれば弾力性が失わ

れるおそれもあるが、反面現状では非公式のため日当や旅費も出ず、公務災害の対象にもな

らないし、今後ますます公開要求も強まると予想されるから、せめて公式の場合に準ずる措

置が講じられるよう検討すべきであろう。 

 また、議会の審議へ意欲的な住民の参加を可能にする方策が種々検討され、一部はすでに

実験的に実施に移されているが、全員協議会で議員と住民との討論を試みてはいかがだろう

か。本会議と違って自由に討論ができるし、現状でも議長の招集が可能であり、また委員会

では議員の参加が限られ、会場も狭く、議題も限定されるから、全員協議会の活用を検討す
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べきであろう。 

 

４ 議会事務局 

 ① 概説 

町村議会の運営にとって不可欠の議会事務局は、昭和25年の地方自治法改正で町村にも設

置が認められるようになったもので、法第 138 条は、町村は任意設置で、事務局長・書記そ

の他の職員を置き、事務局を置かない場合は書記長を置くがこれも任意設置、全職員は議長

が任免、常勤の定数は条例で規定、事務局長・書記長は 議長の命を受け議会の庶務を掌理、

書記その他の職員は上司の指揮を受け議会の庶務に従事、全職員の人事事項は地方公務員法

（第 6条）の定めによるとしている。 

 この規定により、平成 15 年現在の事務局設置数は町村の 99％、専任の事務局長・書記長

は 96％に達していたが、専任職員の人数は事務局長・書記長を加えても平均 2.1人、兼任 0.5

人にとどまっていた。しかも、合併をせずに単独でいく決定をしたところでは現地調査によ

ると、どこも財政状況の厳しいことを理由に執行部から 1 人削減を要求されて、100 人に 1

人ですむ執行部と2～3人のところを1人減らされるのとでは影響が全然違うと拒否していた。 

 ② 沿革 

沿革をたどると、議会の庶務を担当してきた書記が置かれたのは、明治11年の府県会規則

によってであり、同13年の区町村会法に基づく区町村会規則も同様に規定していた。ついで、

町村制では、第 49条に書記は議長が選任（市は市会の選任）とあったが、実際は役場の書記

がなっていた。明治44年の町村制改正では、第 53条に書記は議長に隷属して庶務を処理し、

議長が任免すると改められたが、書記は常置か臨時かは議長の裁量によると解され、議会の

任期満了で失職するか否かについては見解が分かれていた。この点についての決着は、よう

やく昭和 18年の町村制改正で町村長の任命となり、一般の書記と同じ扱いとされて付けられ

た。これは、このとき通常会と臨時会とが区別されることになり、書記を常置する必要がな

くなったことによるが、この改正では「議長ニ隷属シテ」が「議長ノ指揮ヲ承ケ」と変えら

れている。 

 ところで、昭和 21年の町村制改正では、二元代表制採用に合わせて議長の任免に戻され、

また定例会年 6回以上開会を理由に書記は常置となった。このときの政府原案は、任免権が

別立てでは吏僚組織の統一を阻害するとして長の同意を得てとなっていたのがＧＨＱの反対 

に遭い、衆議院の修正で削除されたのであった。 
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 地方自治法は、第 138 条に、定例会 6回以上開会のため陣容を整える必要ありとして新た

に書記長を置き、書記とともに議長が選任、書記長は議長の命を受けて庶務を整理し、書記

は上司の命を受けて庶務に従事すると規定した。また、法定はしなかったが議会事務局の設

置も認められた。この後、昭和25年改正で、都道府県は事務局必置、市は任意、事務局長を

置き、事務局を置かない市と町村は書記長を置くが、町村は置かなくてもよかった。この改

正は、政府原案にはなかったが都道府県議会議長会からの要望で衆議院で追加修正されたも

ので、地方議会の使命の重要性、機能の発揮のために必要とされ、すでに事実上存在してい

たのを明示したものとの説明があった。ついで、翌26年の地方公務員法制定に伴う地方自治

法改正により、事務局長等については議長の任免が明示され、定数は条例によることなどが

規定された。さらに、昭和33年の法改正で、町村合併により町村議会の事務が拡大したこと

を理由に、これも政府原案にはなかったのを衆議院で修正して町村にも事務局が置けるよう

になった。以後、この条文の改正はない。 

 ③ 方策 

 町村議会事務局の当面する最大の課題は必要な職員数の確保である。車の両輪といわれな

がら、執行部の陣容に比べて余りにも貧弱であり、しかも、緊縮財政ということもあって監

査委員事務局まで兼職しているところも少なくなく、これでは分権化時代の町村議会に対す

る期待には応えようがない。常任委員会の数の制限が外れ、定例会の回数制限もなくなり、

もっと拡大を図るべきなのに、このまま推移すれば逆にどちらも逆に縮小の方向に向かうこ

とになりかねない。発想を思い切り変えてその大幅な増員を確保できるよう努力を要する。 

 つぎに、沿革で見たとおり、事務局職員の任免権は早くから議長の手に握られてきたはず

だが、実際は執行部人事に組み込まれて短期間で異動が行われており、議長権限は形骸化し

てしまっている。このため、よほどの強力な議長でない限り、議会事務に精通して押しのき

く 10年選手の職員を引き止めておくことができず、事務局の強化が図れないのが現状といえ

る。執行部と連動させないと、町村の場合には職員の昇進が妨げられるという悩みは避けら

れないが、いま少しとどまれるよう処遇面で改善を工夫するべきである。なお、この点との

絡みで、外部からの採用を含めて専門職の確保・育成を 図るべきだとか、議会事務局職員を

特別職にしたらどうかといった意見もあるが、その難点は同様といえよう。 

 そこで、解決策として、何点かの提案が見られるが、それぞれ検討に値しよう。 

第 1に、一部の町村議会で試みられている職員のＯＢを議会報の編集その他に活用する方

法である。ただ、これについては議員との対応は苦労が多く余り好まれないのではないかと
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いう消極的な見解も見られる。 

第 2に、町村の激減もあって、議会事務局の一部事務組合による運営の提案であり、これ

によって専門職的な部分だけでも任せたらどうかというものである。ただ、これも現状では

定例会の開催時期が重なるため、庶務的な部分はそれぞれ従来どおり個々に担当せざるをえ

ず、どれだけメリットがあるかは疑問が残る。 

第 3に、町村議会の事務局だけは任意設置となっているのを必置制にせよとの提案であり、

これによって執行部の見方も変わってくることが期待されるというわけだが、効果のほどは

わからない。 

第 4に、今や日進月歩のＩＴの積極的活用を図り、人的不足の補完をすべきである。情報

の収集など一々足を運ばなくてもかなり充実できるであろう。 

第 5に、職員の能力を高めるために研修に一層力を入れる必要がある。この場合、現在の

課題と議事運営の両面が対象となるが、研修はあくまでも刺激にすぎず、それを参考にして

の普段の研鑽が欠かせない。ただ、現状では、執行部を含めて財政窮迫を理由に研修費が真

っ先に縮減の対象とされ、また人員削減で研修に出掛ける余裕がなくなっているという隘路

があるのも確かである。 

 いずれにせよ、思い切った増員の確保が前提となろうが、今日議会事務局に求められる最

も重要な要請は、調査・立法機能の充実であろう。イギ リスのように政党政治の発達したと

ころではこれらの機能は政党によって担われようが、日本の町村の現状では不可能であり、

かなりの程度まで議会事務局に期待せざるをえない。このため、上述の専門職員の確保が望

ましいが、資料収集を全面的に執行部に頼っているようでは、しょせん二番煎じにすぎず、

議会の役割を果たすことはできない。地域の大学・研究 機関や弁護士会などの力も借りて、

独自の情報や資料の収集能力を高める努力が不可欠となる。一方、議員もその本来の仕事ま

で事務局に肩代わりしてもらうことのないよう自制すべきである。 

 議会事務局については、議員の調査研究に役立てるために図書室の設置が義務付けられて

いる。だが、現状はおしなべて貧弱で、利用もほとんどされていないようで、その整備充実

が急がれる。ただ、職員が不足しているため、町村政全般にわたる情報センターの役割は町

村立の図書館に任せて、議会関連の資料に特化せざるをえない。せめて会議録は議員も住民

も閲覧できるようにすべきだし、また管外に出張した議員の調査結果報告書や収集した資料

なども一般の利用に供することができるよう整理しておくべきであろう。 
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5 住民参加 

 今後、町村議会の活性化を図ろうとする場合、住民に開かれた議会、具体的には各種会議

の傍聴や議会報、会議録の閲覧、請願・陳情なの従来の 方法だけでなく、住民自身が議会と

の交流や審議に直接間接参画ができる場の工夫など、新たな試みも必要になってくる。 

  ⑴ 議会の附属機関の設置 

 従来、長には法第 138 条の 4の第 3項で、条例により自由に各種附属機関の設置が認めら

れてきたが、議会についてはこのような条文がない。議会は多様な幅広い問題を審議する議

事機関なので、特定問題を審議する附属機関は必要ないというのがその理由であり、このた

め設置が禁止されているとする解釈が一般的で、最近の控訴審の判例も法定の 3種の委員会

以外認められないとしている。 

 だが、法に別段禁止規定が置かれているわけでもなく、議会独自の情報公開審査会などが

事実上設置されている例も増えており、特に町村議会は議員数が少なく、政策形成や行政監

督の分野で学識経験者や住民の協力が不可欠なので、むしろ積極的に附属機関の活用を図る

べきである。また、時代の要請に応えて、独立性の強いオンブズマン（オンブズパースン）

を置くなどの措置が必要になってくることが考えられるが、情報公開審査会同様現状では長

の附属機関とせざるをえない。だが、その要請される第三者的機能という点から見れば、長

はもちろん議会からも独立した機関にする必要があり、スウェーデンやデンマーク、イギリ

スのオンブズマンのように議会設置が望ましい。このような独立的機関をも含めて、議会の

附属機関を設置するに当たり、上述の判例のような狭い解釈が通用するなら法改正も必要だ

が、その場合でも、法定設置となると列記されたもの以外は認められず、運用に弾力性を欠

くおそれがあるので、条例で設置できるようにするのが望ましい。 

 議会の附属機関設置の際、特に障害となるいま一つの要素は、法 204 条の 2に規定された

法律もしくはそれに基づく条例で設置されたもの以外には委員の給与等の支給ができないと

いう制限である。これは、当時まで続いていた議会その他の公金の支出濫用に歯止めを掛け

るために昭和31年の改正で挿入されたものだが、住民の監視の目も厳しく、そのような濫用

はできなくなった今日では、附属機関を設置しても報酬を支払えないという足かせになって

いるのでその撤廃を提案したい。 

 ⑵ 公聴会・参考人制度 

  ① 概況・沿革 

 公聴会の制度は、地方自治法制定時にアメリカ連邦議会に倣って導入されたもので、その
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第 109 条第 4項に常任委員会が予算その他重要な議案・陳情等について開き、利害関係者・

学識経験者から意見を聴けるようにしたが、特別委員会（第 110 条第 4項）やその後追認さ

れた議会運営委員会（第109条の 2第 4項）でも開けることになっている。公聴会の対象は、

広範囲だが議決対象に限られ、開催は公平委員の罷免など法律・条例で義務づ付けられた以

外は委員会の権限であり、公述人の範囲も法の規定は「真に」利害関係を有する者としては

いるがそれほど厳密でなく一般住民や案件に関心を有する者なら誰でもよいと解されている。 

 だが、厳密な権力分立によって立法部と執行部が完全に分立するアメリカ連邦議会では執

行部・議会・民間人の接触する唯一の機会として広く活 用されているのに対して、こちらの

公聴会は開催手続きが面倒でほとんど利用されなかったところから、平成 3年の法改正で第

109条に第 5項が新設され、すでに活用されていたもっと簡便な参考人制度が追認された。 

第 1次報告でもその積極的な活用を提言したが、こちらの方は平成14・15両年約 5％の町村

議会で開催され、議案のほか請願・陳情の提 出者を呼ぶなどに使われていた。 

  ② 方策 

 手続きの面倒な公聴会制度はともかく、参考人制度は、住民との接触によるその時々の全

体の意向や動向の把握、学識経験者からの専門的知識や情報の入手という両面において、こ

れからの期待される議会の機能の強化に大いに役立つと思われ、さらに有効な活用を図るべ

きである。 

 また、この両制度は、従来委員会限り有効と見なされ、第 1次報告では本会議でも活用で

きるような法律改正を要望したが、別段動きはなかった。だが、定数の極端な削減で少数化

した町村議会では委員会でなく本会議中心の運営に切り替えられる傾向もあり、法的措置が

なくても禁止されているわけでないから、本会議でもその活用を工夫するのが望ましい。 

 ⑶ 会議録の速やかな公開 

  ① 概況 

 法第 123 条は、議長が事務局長・書記長（ 書記）に会議録を調製させ、会議の次第・出席

議員の氏名を記載させ（第 1項）、議長と 2人以上の議員が署名し（第 2項）、会議録の写を

添えて会議の結果を長に報告する（第3項）と規定している。 

 会議録は、会議の状況を明らかにし、争いがある場合の公文書・証拠書類となる。様式は

法定されていないが、経過・内容等詳細に記載させ、か つては摘録だったが現在では全文記

録が普通であり、秘密会の議事、取消を命じた発言も原本には記載される。作成に不備があ

り、記載が不明確でも会議の結果は左右されず、署名人は誤りがあれば訂正を求め、応じな
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ければ署名を拒否でき、署名を欠いても有効で、完全な証拠力がなくても公文書として成立、

ただし議事等の効力要件とはならない。 

 執行機関には法第 121 条により原則として議会への出席権がないので、会議の結果の報告

は必要性が大きく、できる限り速やかに報告することを要する。特に、条例の制定改廃と予

算の議決は議長は3日以内に長に送付しなければならない。 

 会議録の閲覧は、会議の公開の原則の一つである会議録の公開の原則に基づくもので、閲

覧請求は特段の事由がない限り拒めないが、閲覧に供するのは原本でなくてもよく、副本に

は秘密会・取消部分の記載がなくてもよい。 

 平成 16 年初め現在で、全文記録調製が 98.2％、うち速記法の 20 町村以外はテープ録音、

調製の業者委託が全体の4分の 3だったが、要点記録（摘録）が44町村あった。また、議員

や関係者への配布が 1117議会、45％弱、うち公共施設にまで閲覧用に配布が428議会、残り

は配布せずとなっていた。会議録調製をめぐっては、特に作成日数が掛かりすぎるとの批判

が強いが、全国平均で1定例会当たり 46日だった。 

  ② 沿革 

会議録が最初に出てくるのは町村制制定時であり、第49条第 1項に、町村会は書記に議事

録を製して、議決・選挙の顛末、出席議員の氏名を記録させ、会議の末に朗読して議長と 2

名以上の議員が署名すると規定していた。当時は、議長でなく「町村会」が作成を命じ、ま

た会議録ではなく「議事録」と呼び、簡単な要旨だけを記した摘録であった。このときの市

制では、議事録の謄写か原書により市長に報告するとしていたが、町村会は町村長が議長で

あったのでその必要はなかった。 

明治 44年の町村制全面改正により、第 58条第 1項が、今度は町村会ではなく議長（町村

長）が、書記に議事録ではなく会議録を調製して会議の顛末・出席議員の氏名の記載を命ず

ると改められた。 

その後、大正 15年の改正では、第 58条に第 3項を追加して、市に準ずる特例の大きい町

村に、町村長の議長とは別個に議長を置けるようになったので、市制に準じて議長から町村

長に会議録を添えて会議の結果を報告することになった。 

さらに、昭和 21年の改正では、町村に議長が別個に置けるようになり、第 58条第 3項を

全文改正して、従来どおりの小規模町村以外は議長が会議録の写を添えて町村長に報告する

ことにした。 

 地方自治法は、第 123 条にほぼ現行どおりの規定を置いたほか、所轄行政庁にも実情を把



 

64 

握して政策立案の参考にする必要があるとの理由で、第 3項に市町村は知事にも報告せねば

ならなくなったが、この項は昭和44年改正で、行政の簡素合理化を理由に削除された。 

  ③ 方策 

 会議録をめぐる一番の課題は、調製に時間が掛かりすぎるとして、特に活発な活動をして

いて議会にも関心を寄せている住民団体などからもっと早く閲覧できるようにして欲しいと

の要望が出ていること等にいかに応えるかである。速記からテープ録音に変わり、テープ起

こしも 4分の 3が業者委託となっているが、残りは手薄な事務局職員が片手間に作業してい

ること、起こされた粗原稿について執行部のチェックを受けて調整する必要があること、人

名・地名などの固有名詞のチェックや特に方言が多いと きに時間が掛かることなどが遅れる

理由である。それも、本会議の議論が余りなく、ほとんど事務局の用意した下書きによる議

長の口述どおり議事が進み、異議なしで終わるようならテープ起こしも簡単だが、発言が活

発だとそうはいかず、これからの議会に活性化が期待されるとなるとそれだけ余計手間が掛

かるのは避けられそうにない。特に、事務局職員数は町村の人口 5万人を超えるところでも

事務局長以下専任が4人なのに、東京の特別区では人口4万人でも 14人という大きい格差が

あるので、何よりもまず職員の増員が強く望まれる。 

 つぎに、閲覧を急ぐ住民の側から、テープの段階での閲覧要求が出ることがあり、これは

まだ正式の会議録でないことを理由に断っているが、別段禁止されてはおらず、議長の判断

で可能であり、今後どう対処するか検討を要する。また、それと関連して、逆に会議録の原

本の閲覧要求が出ることもあるが、これは発言の取消部分が見え隠しになっており、閲覧に

供する必要はないが、これも透明性を高める観点から一応検討しておくべきであろう。 

 いま一つの現代的な課題ともいうべきものは、生中継やＤＶＤ、ＣＤなどの扱いの問題で

ある。生放送では、その場で取り消さないとその機会を失うという問題があり、対応は難し

いが対策を考えておく必要があろう。一方、このペーパーレスがうたわれる時代に、相変わ

らず明治以来の紙に活字の原本だけしか認められないのか、例えばＣＤに署名だけ貼り付け

ておいたらどうかという意見もあり、これも発言の取消の扱いなどに難点があるものの、法

律改正ではなくても会議規則の段階で検討してみてもよいであろう。 

 ⑷ 議会広報のあり方 

 議会活動についての情報を提供することによって住民に議会と町村政への関心を深めても

らい、その協力を引き出すために、議会広報は必要不可欠で、その媒体もビデオやケーブル

ＴＶ、ホームページなどの活用にまで広がっているが、印刷媒体の議会報は依然として重要
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である。確かに日進月歩のＩＴやケーブルＴＶの速報性には及ばないが、これらが後に残ら

ず見直しが利かないのに対して、広報紙は何度でも読み返せるし、編集に当たり熟考を重ね

ているのでそれだけ中身の濃いものになっている。 

ただし、媒体の多様化のなかで広報紙が果たす役割を十分検討して、住民の期待に応えら

れる質の高いものにしていく必要はある。平成16年初め現在、議会報を単独で発行している

町村は 81.4％、行政広報に掲載が 13.1％、未発行が 5.5％となっていた。単独発行のところ

で編集を議員単独でが約3分の 1、議会事務局と共同でが 3分の 2、事務局だけが 2％弱、編

集担当議員への費用弁償ありがほぼ半数であった。議員単独の場合も、特別委員会を正式に

設置したり、議長が正副常任委員長を編集委員に指名したり、各常任委員会から 1名ずつの

議員が任意に集まり無報酬で当たったり、多様である。議員が編集に携わる理由は、町村の

場合事務局が手薄というほか、政治絡みの問題や執行部との関係を扱うことなどが挙げられ、

また議員の方が歯切れがよくて面白いとの声もある。発行回数は定例会開催に合わせて年 4

回が普通だが、なかには執行部に対抗して毎月1回というところも 2～3見受けられ、議会事

務局職員のＯＢに編集を依頼したりしている。 

中身については、町村議会は 8ページ建て、16ページ建てとページ数も多く、他のレベル

の議会よりも充実していると評価され、全国コンクールも最近はレイアウトだけでなく内容

も審査対象にして質の向上が図られてきた。第 1次報告でも、編集体制については政治問題

を扱うなどの理由から、編集委員会の位置づけを明確にするため単独条例や特別委員会の設

置を提言、学識経験者や住民の参加を求めて政治的対立の未然防止、親しみやすい内容の実

現に役立て、また内容については議員活動を通じての町村政の情報の提供、お知らせ広報の

域を脱して考えさせる広報への挑戦、回数増による全員協議会や委員会の調査・行政視察の

掲載を要望したが、今回はそれらに加えてその会期に議会が取り組んだ課題について編集委

員相互の討議を経て要約した解説とか、他の先進事例の紹介なども盛り込んだらどうか。 

 また、議会単独あるいは執行部との共同でホームページを開設したり、議会の審議模様を

ケーブルＴＶで放映したりする町村も増えてきているが、設備や要員などの制約はあろうが、

可能な限り促進すべきである。 

 ⑸ 請願・陳情の処理 

  ① 概況 

 請願と陳情は、住民が何らかの公的な要望があったとき自治体にその実現を要請するもの

で、制度的には両者は一応区別されているが、実質的にはほぼ同じように審査・処理されて
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いる。請願は、日本国憲法第 16条に、国民が損害救済、公務員罷免、法律・命令・規則の 

制定改廃その他の事項について平穏に請願する権利を有し、請願したことによりいかなる差

別待遇も受けないことをうたっているのを大前提に、法第 124 条で議会への請願は議員の紹

介を要し、第 125 条で議会は採択した請願は執行部の適当な処理機関に送付・処理の経過と

結果の報告を請求できるとしている。 

 請願は、1628年の有名なイギリスの権利請願に見るように、参政権が制限され、言論の自

由が確立されず、人権の司法的救済が不十分だった時代には極めて重要な民意の反映、司法

的救済の手段であったが、近代的民主制度が発達するにつれてその役割は低下したといわれ

る。請願権は、自然人以外の法人も外国人も住所の有無にかかわらず何人も行使でき、請願

事項も議会の権限以外公的なものの一切に及び、ただ司法権の独立から裁判の内容変更や係

争中の裁判事件については認められない。議員の紹介は文書でなされなければならないが、

その人数、賛意の必要性については通常の解釈運用には大いに疑問がある。まず人数は一人

でよいのに会議規則に二人以上と書いてある場合は請願の本来の趣旨に反する。ただし、実

際に二人以上が紹介議員になるのは差し支えない。 

 また、賛意が必要とされ、実際にも一旦紹介議員になりながら趣旨に反対だったと取り消

し、紹介議員の要らない陳情に切り替える例もたまに見られるが、憲法にも請願法にも紹介

議員の規定はなく、地方自治法の趣旨は専門家の議員が処理するのが適切ということから一

応手を通せというにすぎず、これを要件とするのはそれこそ憲法違反の疑いがあるといって

よい。 

 請願の採択は自由だが、趣旨が妥当だけでなく実現可能性も必要で、議会限りで実現可能

なものについては条例の制定等意見書を長に提出すべきである。また、採択請願を送付した

関係機関から法定どおり処理経過と結果報告を受け、それを請願者に伝え、一方不採択その

他の扱いとなったものも請願者にその理由とともにやはり伝えなければならない。 

 これに対して、陳情の方は、法第 109条第 3項で常任委員会が議案・陳情等の審査をする

との規定が置かれているだけだが、町村議会では請願とほぼ同じ扱いをしており、ただ紹介

議員がいない場合は陳情とし、その点からか陳情の方が数が多くなっている。平成 14年は、

請願の提出された（前年からの継続を含む）町村は全体の 7 割弱、件数は 7107、15 年は 6

割、1945件だったが、陳情はそれぞれ 8割弱、2万 4800件と 8割弱、2万 4153件であった。 

 また、審議方法では、請願の本会議即決が両年とも 7割から 7割 5分、常任委員会付託は

3 割弱と 2 割 5 分、残りは議会運営委員会、特別委員会だったが、陳情は本会議即決 2 割 5
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分と 1割、常任委員会付託が両年とも 5割前後と、かなりの差が見られた。 

 一方、採択件数は、請願が平成 14 年は 7 割弱、15 年も 6 割強だったが、陳情は 4 割と 2

割とかなり少なく、不採択は請願が 1割 5分と 2割に対して陳情はどちらも 1割前後とやや

少なく、その他の扱いで陳情の件数が多いのは、審査抜きの資料配付のみと継続審議とであ

った。この資料配付のみの扱いは、会議規則の第95条で議長が認めればできるようになって

おり、昭和60年前後に正体不明の団体から内容が自治体とは無関係の陳情が大量に送り付け

られたことがあって議長権限でふるい、以後請願とは異なる扱いをしてもよいことにした結

果である。 

  ② 沿革 

 旧制度時代には、地方制度には請願の規定が全くなく、ただ大日本帝国憲法第30条に「臣 

民」は相当の敬礼を守り別に定める規程により請願ができること、また第50条に衆議院貴族 

院の両院は「臣民」から呈出された請願書を受けられることが決められ、ただしこの規程も 

ようやく大正 6年に請願令として制定されたにとどまる。 

 地方自治法は、制定時に前記 2か条を置いたが、採択された請願の送付先は長と選挙管理

員会・監査委員だけで、その後各種委員会や 委員が漸次追加された。 

  ③ 方策 

まず、「請願」・「陳情」の用語には、民主主義以前のお上に臣民がお願いするといった響き

があり、本来主権在民に転換した日本国憲法や地方自治法施行時に、例えば「要望」・「要請」

といったような何らかの適切な表現に変えられるべきであった。また、請願と陳情を区別す

る実益が議会の場合に余りないならば、委員会にあえて請願と区別して陳情の語を用いなく

てもよかったように思える。ただし、すでに憲法でも請願を用いている以上、現時点では問

題点の指摘にとどめざるをえない。 

 請願・陳情の審査で本会議即決の場合、あらかじめ議 会運営委員会に諮ってふるい分けを

しているところが多く、これは各正副常任委員長が構成員のための便法と思われ、どうして

も内容審査をせざるをえず、事前審査になる危険性があり、また実質審査をしないのは提出

者にも失礼なので、原則委員会付託とすべきである。 

 採択された請願は、それだけを実施すると、計画を崩し、分捕り合いになるおそれがある

ので、その点で慎重な配慮が望まれる。むしろ、それを貴重な情報源として活用し、年次計

画や優先順位を決め、施策全体の計画的実施を進めるよう、長を初め関係機関に要請する必

要がある。 
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 請願・陳情の採択により必要となった意見書を提出し ない例も見受けられるが、必ず提出

することと、採択した請願・陳情や関連する意見書を関 係機関が受け取ったならば、それに

対して誠実に回答書を送り返すこととを、できれば法律で義務付けるべきである。一方、不

採択の請願・陳情についても、提出者にその 理由と併せてその旨通知すべきである。 

 ⑹ 休日・夜間議会 

 休日・夜間の議会開催については、子ども議会と併せ て第 1次報告でも貴重な取組みとし

て検討を要望したが、平成14年の開催状況を見ると、本会議と委員会を合わせて日曜日・休

日が 153町村、夜間が61町村と、報告当時の 4倍強に増えていた。ただ、伝統的に休日夜間

に開いてきた欧米諸国とは違って、日本の自治体では明治以来昼間開催を原則としてきたし、

議会事務局の体制も執行部の対応もそれを前提にしているために、現状ではこれを常態化す

ることは不可能である。通常の本会議や委員会の開催となると執行部が総出で対応しなけれ

ばならず、一方町村議会事務局の現体制では無理であり、マンネリ化して傍聴人の数が漸減

して取りやめたとの声も聞く。また、最近は有線放送で本会議の中継をしたり、まとめて夜

間再放送したりするところも現れてその必要性を疑問視する向きもある。だが、住民に町村

議会の活動を理解し、関心を深め、できれば討議への参加を慫慂するきっかけとなるよう、

いわばショック療法として活用することが望ましい。 

 また、議案審議に限定せず、議員同士の討議、長との討論、住民の意見交換や聴取など多

様な活用が考えられ、議会のあり方を見直すきっかけとなるし、その場合には必ずしも執行

部の出席は求めなくてよいであろう。 

 さらに、これまで議会への進出が阻まれていた若手の勤労者層の参加を促進するために議

員のあり方が変えられれば、将来常時休日・夜間開催へ の転換も展望され、現在の試みがそ

の検討に役立てられることにもなろう。 

 ⑺ 地域での住民懇談会等 

 地域での議員の住民との懇談会等、町村全体の住民の声を議員の選挙地盤にこだわらずに

きめ細かく聴く試みが、分権時代の町村議会に期待される政策決定に欠かせなくなっている

として、第 1次報告でもその必要性が強調されたが、そこで示唆した新しい取組みも見られ

るようになった。町村議会が住民懇談会を実施しているのは今のところ 5％程度、住民アン

ケート実施が 1割少々というところだが、なかには議員全員を地盤とは無関係に抽選で地域

に割り振り、懇談会の設定から記録まですべて議員だけで分担し、それぞれの情報を持ち寄

って意見交換し、担当した地域には議会限りで対応可能なものや執行部当ての要望を活字に
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して次回の懇談会に手渡すところも出てきた。 

今後、市町村合併により、議員数が少なくなった地域では、住民懇談会等の実施が特に重

要性を増してくるものと思われ、その活発化が望まれる。 

 

6 住民投票 

 住民投票は、本来小規模自治体に適した直接民主制の最も重要な制度だが、自治体の構成

員たる住民の人口が著しく増えるにつれて住民により選挙される議会を中心とした間接民主

制へ移行せざるをえなくなる。スイスの東側のドイツ語圏とそれに隣接するロマンシュ語圏

では長い歴史と伝統を有する直接民主制が採られており、ただ大きい都市になると議会制が

支配的になるが、後者の場合でも直接民主制の基盤は残されている。このような直接民主制

は、アメリカ合衆国の北東部ニューイングランド地方の小規模自治体にも遍在し、やはり大

きい都市だけが議会中心の間接民主主義を採用しているが、ここでもその根底に直接民主主

義の精神が流れていることを誇りにしている。この点が、最初から議会制を採用していた日

本のような国との基本的違いといえる。 

 構成員全員が討議に参加し、最終的に住民投票で決するのが直接民主主義の基本ルールだ

が、それが物理的に不可能となったとき、それに代わる次善策として登場してくるのが議会

制であるが、ここでは構成員と同質性を有するとともに、その代表として構成員に代わって

一定のルールに従って自治体の重要課題を討議し・決定できる「選良」が必要となる。だが、

構成員と選良は別人格であるから、ときを経るにつれて両者の意思に疎隔が生ずるのは避け

られない。このため、ふだんの住民による議会への監視と時期を限っての選び直しが必要と

なる。 

このように、住民投票を決め手とする直接民主制は、本来議会制とは相互排他的な関係に

あるわけだが、ただ議会が住民との遊離を避けるために住民投票などの直接民主制的手段に

より是正措置を講ずることは、スイスやアメリカの例から見ても必要かつ可能である。だが、

二元代表制下での長には、議会との関係のような延長もしくは対抗関係はなく、それどころ

か長が住民投票を採用するのは、それと代替もしくは対抗関係にある議会制を否定すること

になる。 

したがって、かつて地方分権推進委員会が、当時議会が消極的で市町村合併が進まないの

に業を煮やして、合併に賛成の長が反対する議会を抑え込むためにその発議を住民投票によ

ってできるように提案したのは、二元代表制の一方の基本的機関である議会の存在そのもの
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を否定するもので、反民主的と断ぜざるをえない。しかも、討論の場であり、審議を尽くし

て一定の結論に到達する議会と違って、住民投票には討論の場の保障がなく、一発勝負で、

ムードや世論操作に支配されやすい危険性も多分にあるからなおさらである。 

 政府は、従来消極的というよりはむしろ否定的だった住民投票を、この市町村合併を初め

その施策の浸透を図るために活用する方向に転じていたが、新潟県の巻原発の立地や徳島県

の吉野川可動堰の建設の可否に住民投票で相次いでノーの判定が下され、挫折したところか

ら再び消極的になった観がある。このようなご都合主義がまかり通るのは、日本の代議制が

直接民主制の経験がなかったことを示しており、その活用には慎重な姿勢が望まれることを

意味している。 

 ただし、第 1次報告でも指摘したように、重要な問題で住民の意向が真っ二つに割れ、反

対派の反発を恐れて議会が結論を出しかねている場合や、議会と住民全体の意向とが大きく

食い違っていると想定される場合など、異常事態に限って議会が住民投票に掛けてその意向

を確認する手段としては有効であり、分権が一層進めばそのような必要性も増加するであろ

う。だがそのためには、前提として、議会で討議した内容を詳細に提示し、対象事項につい

ての認識を深めてもらい、さらに単なる説明会ではなくできれば住民を交えた討論の場を設

定するなど十分な準備を経て投票を行うべきである。 

 最近、町村でも、住民投票条例を制定してその常設化を図るところが増える傾向にあり、

平成 16年初めには 126 町村、5％が条例を持ち、その 9割が合併を対象にしていたが、まち

むらづくりを対象とするものも若干あった。この場合、投票の結果がそのまま町村の決定に

なる結果拘束型は、長と議会の最終決定権を侵すもので適当ではなく、実際にも住民の意向

を計るための諮問型になっていて、こちらが望ましい。また、一部に住民投票の法定化を主

張する向きもあるが、住民投票は議会の制度と運営に不十分な点があればそれを補完するも

のであって、その要請は町村ごとに異なるから、全国画一の制度を規定する法律よりは町村

ごとに必要に応じて必要な内容を盛り込んだ条例によるのが望ましい。 



参考資料 

第２次地方（町村）議会活性化研究会の開催経過 

 
 
平成１６年 

５月１９日（水） 第１回研究会 

 １）中川会長あいさつ（諮問） 

 ２）委員長選出 → 佐藤竺先生が委員長に就任 
 ３）地方分権の推進に伴う地方（町村）議会の制度・運営のあり方につ

いて（自由討議） 
 
  ６月２３日（水） 第２回研究会 

   １）地方分権の推進に伴う地方（町村）議会の制度・運営のあり方につ

いて（検討テーマについて論議） 
 
  ７月２１日（水） 第３回研究会 

   １）議会の構成に関する事項について（自由討議） 
 
  ８月３０日（月） 第４回研究会 

   １）議会の構成に関する事項・議会の権能に関する事項について  
（自由討議） 

 
 ９月２１日（火） 第５回研究会 

   １）議会の権能に関する事項について（自由討議） 
 
１０月１５日（金） 第６回研究会 

   １）各検討テーマについて（自由討議） 
     ①議会の権能に関する事項 
     ②議会の運営に関する事項 
   ２）研究会の現地調査について 
 
１１月１０日（水） 第７回研究会 

１）各検討テーマについて（自由討議） 
     ①議会の運営に関する事項（質問、質疑～） 
     ②意見書、決議に関する事項 
 



   ２）研究会の現地調査結果の報告 
（山形県高畠町・白鷹町、岩手県沢内村・滝沢村）  

 
１２月１０日（金） 第８回研究会 

１）各検討テーマについて（自由討議） 
     ①住民の直接請求権 
     ②議会への住民参加の推進 
   ２）研究会の現地調査結果の報告 
     （神奈川県二宮町、静岡県掛川市・森町、愛知県刈谷市・御津町・  
      沖縄県竹富町・与那国町・北谷町・読谷村・南風原町）  
 
 
平成１７年 

１月１４日（金） 第９回研究会 

 １）各検討テーマについて（自由討議） 
     ①議会と長との関係 
     ②議会事務局の充実強化 
     ③その他（政務調査費、議員派遣等） 
 
  ２月１８日（金） 第１０回研究会 

   １）地方分権の推進に伴う地方(町村)議会の制度・運営等のあり方につい
て（意見集約） 

 

  ３月８日（火）  第１１回研究会 

   １）研究会の現地調査結果の報告 
（鹿児島県川辺町・鹿児島県町村議会議長会）  

   ２）地方分権の推進に伴う地方(町村)議会の制度・運営等のあり方につい
て（意見集約） 

 
３月１５日（火） 第１２回研究会 

   １）地方分権の推進に伴う地方(町村)議会の制度・運営等のあり方につい
て（中間報告（案）とりまとめ） 

 
 
  
 
 
  



 

第２次  地方（町村）議会活性化研究会  委員名簿  
 

                   （敬称略）  
 
 

委 員 長   佐 藤   竺 （成蹊大学名誉教授）  
 
 
今 村 都南雄 （中央大学法学部教授）  

 

 

       宮 﨑 伸 光 （法政大学法学部教授）  
 
 
       森   繁 一 （地方公務員共済組合連合会理事長） 
                
 

  
                
                        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


